
事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）
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14,80216,924実績

65 20

目標

平成30年度平成29年度

20,000

目標
％

審議会等の人数に対する公募
人数の割合 18.8実績

20

単位

214

19.851

出前講座メニュー数
20,000270

出前講座利用者数 人

公募人数
63

実績 221

計画
件

260

実績

65計画
件

人件費率（B/（A+B））

6,365,000

平成29年度

0.85

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

52.5%

6,685,250

95.1%

0.85

― ―

単位

総事業費（A+B）

6,049,979

12,735,229

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

55.7%

6,813,524

53.8%

1,098,000

13,782,950

7,417,950

5,411,139

0.85

12,224,663

国庫支出金

970,139

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

1,029,979

項

4,160,000

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算

859,000281,000 1,037,000

H29決算

物件費

事業費（A）

4,230,000 4,161,000

5,411,139

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

■

市民協働推進課

位置付け1601000

予算科目

市民との協働によるまちづくり

課

生涯学習推進担当

部

6,049,979

施策の柱(章)

協働のまちづくり推進事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

1

新公共経営

協働によるまちづくりの推進

1

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無

市民の一部

16年以上

1,051,000

その他

4,230,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

市民活力推進部

有

0.85

成果指標名

12,421,250

・出前講座を通じて、生涯学習によるまちづくりを推進する。
・附属機関等の委員について、公募を実施し、参加機会の拡充を図る
・第28回やしお市民まつり実行委員会を設立し、やしお市民まつり実施する。
・八潮市自治基本条例を周知するとともに適正な運用に努める。
・協働のまちづくりについて調査研究を行う。

令
和
元
年
度

5,736,000

―

53.8%

6,685,250

平成30年度

平
成
3
0
年
度

13

・「協働」に対する共通的な理解を広く周知する。・審議会等への
参画機会を拡充するため、ホームページへの掲載等、情報発信を展
開する。・協働のまちづくり推進事業助成金の充実を図る。・広く
市民活動団体の意見を取り入れる機会をつくる。・出前講座を市民
と行政の協働で実施し、まちづくりの推進を図る。

455,000

5,736,000

目

・各種審議会や委員会等に市民が参画できる機会や場を拡充する
とともに、まちづくり出前講座を活用し、市民との協働によるま
ちづくりを推進する。

6,365,000

内部職員465 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

1

・出前講座（8部門、221メニュー）申込件数278件、延べ16,924人が利用した。
・23の附属機関等の委員について、公募を実施し、公募委員として51人を委嘱し
た。
・第26回やしお市民まつり実行委員会を設立し、やしお市民まつり開催に向けて
準備を行った。（荒天のため中止）
・八潮市自治基本条例を周知するとともに、適正な運用に努めた。

三浦　智恵

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

・出前講座（8部門、214メニュー）申込件数278件、延べ14,802人が利用した。
・23の附属機関等の委員について、公募を実施し、公募委員として51人を委嘱し
た。
・第27回やしお市民まつり実行委員会を設立し、やしお市民まつり開催に向けて
準備を行った。
・八潮市自治基本条例検証委員会において、自治基本条例が社会情勢に適合して
いるかなどについて検証を行うとともに、適正な運用に努めた。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

■

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

●

やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

出前講座のメニューや利用者の拡充について、引き続き取り組ん
でいく。
また、市民活動推進委員会から提出された提言書をもとに、具体
的な市民参画の手法などについて、市民活動推進委員会での意見
を聴きながら検討していく。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

附属機関の公募や出前講座については課題はあるものの、安定し
て実施されている。
また、市民活動推進委員会での提言書の取りまとめや助成金の活
用実績等により概ね順調であると判断した。

市民活動推進委員会において協働のまちづくりについて継続的に審議し、提
言書「協働のまちづくりを推進していくために」を市長に提出した

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

出前講座の周知に努めるとともに、市民活動団体などと連携し
て、出前講座メニューの増加を図る。
市民活動推進委員会から提出された提言書をもとに市民参画の手
法などについて調査・研究を進める。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

●

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

出前講座はメニュー数、利用者数ともに減少傾向にあり、利用さ
れるメニューにも偏りがみられる。
また、附属機関の委員公募については、専門性の高い附属機関が
多くあるなかでも一定割合の公募委員が確保されていることか
ら、市民参画の手法について検討する必要がある。

B：概ね達成できた(80%以上) 　

☆☆
概ね順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

■

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 峯　孝貴
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

■ 使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

目標

平成30年度平成29年度

目標

実績

単位

81
請求等件数

126

実績

計画

実績

計画
件

人件費率（B/（A+B））

393,000

平成29年度

0.60

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

93.7%

4,719,000

79.9%

0.50

― ―

単位

総事業費（A+B）

291,538

5,033,738

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他 23,200

一般財源

98.1%

4,007,956

91.7%

55,000

4,757,500

00

1,000

4,363,500

0

7,530

0

69,420

0.50

4,084,906

0

国庫支出金

0

0

0

20,950

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

0

53,738

項

0

00

0

0

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算

261,00056,000 339,000

H29決算

物件費

事業費（A）

0

76,950

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

総務人事課

位置付け1200500

予算科目

市民に開かれたまちづくり

課

庶務担当

部

314,738

施策の柱(章)

情報公開・個人情報保護事務

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

1

新公共経営

情報公開の充実・個人情報の保護

2

県市

11～15年

国

0

その他

6～10年

無八潮市情報公開条例ほか

市民の一部

16年以上

50,000

その他

係・担当 根拠法令等

R1予算

総務部

有

0.50

成果指標名

4,321,500
・情報の公開等を行う。
・個人情報の開示等を行う。

令
和
元
年
度

383,000

―

91.0%

3,932,500

平成30年度

6,000

平
成
3
0
年
度

1

・情報の公開等を行う。
・個人情報の開示等を行う。

339,000

389,000

目

・市民の知る権利の保障及び行政機関の説明責任を果たす。
・個人情報の適正な取扱いを確保する。

394,000

内部職員231 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

3

・情報の公開等を行った。
・個人情報の開示等を行った。
・個人情報の保護に関する法律及び行政機関の保有する個人情報の保護に関する
法律の一部改正に鑑み、八潮市情報公開・個人情報保護制度運営審議会の意見を
踏まえ、所要の条例改正を行った。

小野寺　宏幸

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

・情報の公開等を行った。
・個人情報の開示等を行った。
・八潮市情報公開・個人情報保護制度運営審議会及び八潮市情報公開・個人情報
保護審査会に係る委員改選を行った。

3



■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

■

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある ●

成果を高める工夫が考えられる

経営資源

●

やや偏りがある 偏りがない 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

■

余地がある 余地がない

労働量

当面は現状のまま継続していくが、国や他の自治体の動向にも注
視しつつ、必要に応じて、制度や運用上の細部に係る見直しを
図っていく。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

情報公開制度により市民の知る権利を保障し、個人情報保護制度
により個人情報の適正な取扱いを確保している。両制度を適切に
運用することで、公正で市民に開かれた行政の推進に資するとと
もに、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益の保護に
資することに努めている。

開示等の請求のあったものを処理した。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

・対象の特定の厳格化、代理人に対する規定の整備等について検
討する必要がある。
・非識別加工情報に係る情報収集に努める。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

●

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

・頻回請求等への対応、個人情報の開示に係る任意代理、郵送請
求等への対応について課題がある。
・非識別加工情報について、国や他の自治体の動向に注視しつ
つ、継続して調査研修をする必要がある。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆☆
順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 小野寺　宏幸
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

809,459696,672実績

31,000 70

目標

平成30年度平成29年度

2,000

目標
％市民の広報紙配布への満足度

72実績

70

単位

2,650

7531,000

ホームページの充実
2,0002,700

住民の必要とする情報の提供 件

広報紙の発行
31,000

実績 2,775

計画
ページ

2,600

実績

31,000計画
部

人件費率（B/（A+B））

25,421,960

平成29年度

3.45

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

53.3%

27,134,250

86.3%

2.45

― ―

単位

総事業費（A+B）

21,299,185

50,918,275

財
源
の
内
訳

7,000

県支出金

市債

その他 2,476,800

一般財源

1,040

46.8%

19,638,982

52.2%

27,314,000

57,678,150

2,140,000

30,108,150

2,886,800

19,419,261

3.45

41,952,043

国庫支出金 7,000

22,139,371

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

7,000

23,603,545

項

173,690

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

256,000 180,480

22,313,061

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

■

秘書広報課

位置付け1102000

予算科目

市民に開かれたまちづくり

課

広聴担当・広報担当・シティセールス担当

部

23,784,025

施策の柱(章)

広報事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

2

新公共経営

広聴･広報の充実

2

県市

11～15年

国

1,040

その他

6～10年

無八潮市広報発行規定

市民の一部

16年以上

22,059,000

その他

258,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

4.00

成果指標名

53,777,000

・広報紙の編集・発行（月1回、計12回発行）を行う。
・ホームページの更新及び維持管理（随時）を行う。
・記者会見（市議会定例会に伴うもの4回）その他随時の情報提供を行う。
・やしお840メール配信サービス及びSNSを活用した情報発信を実施する。
・PR動画の配信や、啓発品の作成及び活用を行い、シティセールスプランに基づ
くシティセールスを推進する。

令
和
元
年
度

20,170,000

―

58.5%

31,460,000

平成30年度

7,000

2,140,000

平
成
3
0
年
度

2

・広報紙の編集・発行、ホームページの更新及び維持管理、記者会
見等の情報提供を行う。
・やしお８４０メール配信サービス、ソーシャルネットワークキン
グサービス等の様々な媒体を利用した情報提供の充実を図る。
・シティセールスを推進する。

22,317,000

目

・様々な媒体を通して、市政の情報を提供することにより、市民
が必要な情報を適切に得られるようにする。

27,570,000

内部職員226 全市民
事業の対象

事業概要

1

・広報紙の編集・発行（月1回、計12回発行）を行った。
・ホームページの更新及び維持管理（随時）を行った。
・記者会見（市議会定例会に伴うもの4回）その他随時の情報提供を行った。
・やしお840メール配信サービスを実施した。
・やしおポケットガイドマップを作成した。
・シティセールスプランに基づく推進体制を組織し、シティセールスを推進し
た。

坪倉　ゆかり

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

・広報紙の編集・発行（月1回、計12回発行）を行った。
・ホームページの更新及び維持管理（随時）を行った。
・記者会見（市議会定例会に伴うもの4回）その他随時の情報提供を行った。
・やしお840メールや配信サービス及びSNSを活用した情報発信を実施した。
・PR動画や、啓発品の作成を実施し、シティセールスプランに基づくシティセー
ルスを推進した。

5



■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

・広報紙の配布手法や広報紙面作成について、引き続き調査・研
究を行う。
・ホームページ、やしお８４０メール配信サービス、ＳＮＳを活
用して情報提供の更なる充実を図る。
・市のイメージアップを図るためシティセールスを推進する。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

　定例的な事業（広報紙の発行、ホームページの更新）について
は順調に推移している。
　より多くの市民へ情報を提供するため、広報紙配布の手法につ
いて引き続き調査・研究を行う。
　また、八潮市の魅力を発信するため、ＰＲ動画を作成し配信す
るなどシティセールスを推進している。

活動指標であるホームページのページ数については、平成29年度実績から減
少し目標を下回っているものの、成果指標については、両項目ともに目標を
達成しており概ね達成できたものと言える。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

新たなの配布手法の検討
広報紙の配置場所の増設
新聞折込以外の入手方法のＰＲに努める

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

人口が増加している現状から、より多くの市民に対し広報紙を配
布する必要があるが、現状の新聞折込等の手法だけでは、配布は
困難である。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

●

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他
市民と市政をつなぐ媒体事業

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

■

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 平野　裕子
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

6



事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

453423実績

6 120

目標

平成30年度平成29年度

500

目標
人市長ふれあい訪問等参加人数

0実績

120

単位

113

00

相談実施回数
500110

相談件数 件

市長ふれあい訪問等実施回
数 0

実績 104

計画
回

110

実績

6計画
回

人件費率（B/（A+B））

1,903,000

平成29年度

1.55

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

86.8%

12,190,750

97.8%

1.55

― ―

単位

総事業費（A+B）

1,860,621

14,051,371

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

87.0%

12,424,662

87.7%

299,000

15,429,850

13,526,850

1,850,354

1.55

14,275,016

国庫支出金

308,354

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

290,621

項

1,542,000

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

1,604,000 1,570,000

1,850,354

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

秘書広報課

位置付け1102000

予算科目

市民に開かれたまちづくり

課

広聴担当・広報担当・シティセールス担当

部

1,860,621

施策の柱(章)

広聴事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

2

新公共経営

広聴･広報の充実

2

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無八潮市市民の声ボックス制度実施要綱

市民の一部

16年以上

3,520,000

その他

1,574,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

2.00

成果指標名

20,824,000

・市民の声ボックス制度を実施する。
・市長ふれあい訪問及び市長とまちづくりを語る集いを実施する。
・各種相談（法律・くらし・税理士・行政書士・不動産・司法書士）を実施す
る。
・市民意識調査（３年ごとに１回）を実施する。

令
和
元
年
度

5,094,000

―

75.5%

15,730,000

平成30年度

平
成
3
0
年
度

2

・市民の声ボックス制度の実施、市長ふれあい訪問及び市長とまち
づくりを語る集いの開催により、市民から市政に関する意見や要望
等を聴く。
・各種相談（法律・くらし・税理士・行政書士・不動産・司法書
士）を実施し、市民生活の悩みについて解決を図る。

5,094,000

目

・市民の市政に関する意見や要望等を的確に把握し、行政運営に
反映させる。

1,903,000

内部職員226 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

2

・市民の声ボックス制度（投書件数２２０件）を実施した。
・各種相談（法律・くらし・税理士・行政書士・不動産・司法書士）を実施し
た。

坪倉　ゆかり

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

・市民の声ボックス制度（投書件数２１２件）を実施した。
・市長ふれあい訪問及び市長とまちづくりを語る集いについて、町会・自治会等
からの申し込みは０件であった。
・各種相談（法律・くらし・税理士・行政書士・不動産・司法書士）を実施し
た。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 　余地がない

労働量

・市長とまちづくりを語る集いは、町会・自治会主催により引き
続き実施していく。
・各相談事業については、積極的な周知を実施し、相談件数の増
加に努める。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

　市長とまちづくりを語る集いや市長ふれあい訪問に関しては、
実施できなかったものの、相談回数については目標を達成し、相
談業務については平成２９年度実績を上回った。

　町会・自治会主催の市長とまちづくりを語る集いは、開催することができ
なかった。また、相談実施回数については目標を達成できたが、相談件数に
ついては、平成２９年度実績よりも増加傾向にあるものの目標を達成するこ
とができなかった。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

市長とまちづくりを語る集いについては、継続して町会・自治会
長宛てに案内をすると共に、各相談事業については、広報やしお
及びホームページ等で積極的に周知する。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

人口の増加に伴い、今後も住民ニーズが多様化することが予想さ
れ、積極的な広聴活動が求められる。

B：概ね達成できた(80%以上) ●

☆☆
概ね順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 平野　裕子
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

■

■ 市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

実績

目標

平成30年度平成29年度

目標

実績

単位

１
サービスシステム数

実績

計画

実績

１計画
件

人件費率（B/（A+B））

平成29年度

0.15

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

100.0%

1,170,743

0.15

― ―

単位

総事業費（A+B） 1,170,743

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

100.0%

1,202,387

100.0%

1,309,050

1,309,050

0.15

1,202,387

国庫支出金

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

項

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

企画経営課　情報化推進担当、社会保障・税番号制度担当

位置付け1101010

予算科目

市民に開かれたまちづくり

課

情報化推進担当

部

施策の柱(章)

地域情報化推進事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

款

事務事業名

3

新公共経営

情報交流の支援

2

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無

市民の一部

16年以上

その他

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

0.15

成果指標名

1,195,200
・市ホームページシステム運用の支援
・SNSを活用した地域情報のコミュニケーションシステムの調査・研究

令
和
元
年
度

―

100.0%

1,195,200

平成30年度

平
成
3
0
年
度

・地域情報化の実現にあたり、アンケート調査等により市民に対し
て意見を求める。
・市民や八潮市を訪れる人々のニーズを反映できるコミュニケー
ションツールの調査研究等を行う。

目

・市民同士、また市民と行政が情報交流を行い、コミュニケー
ションを図れるよう、セキュリティを確保したネットワークを活
用し、地域情報サービスを提供する。

内部職員313 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

・市ホームページシステム運用の支援
・SNSを活用した地域情報のコミュニケーションシステムの調査・研究

浅見恵一

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

・市ホームページシステム運用の支援
・SNSを活用した地域情報のコミュニケーションシステムの調査・研究

9



■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

● 余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

成果を高める工夫が考えられる

■
平成３０年度予算措置なし

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

情報化基本計画を見直し、地域情報化の進め方を再考する必要が
ある。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

コミュニケーションシステムについての具体的検討には至らな
かった。

・コミュニケーションシステムについての具体的検討には至らなかった。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

市民が求めている情報について分析するとともに、技術的にどの
ようなツールが提供できるのか、具体的な実現手段について調
査・研究する。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

●

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

地域情報化についての計画を策定してから年数が経過しており、
コミュニケーションシステムの環境も大きく変化しているため、
現状に合わせたニーズの把握、システム導入に研究等が必要とな
る。

B：概ね達成できた(80%以上) ●

☆
遅れ

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 鈴木　健
課題はほとんどない

判
断
理
由

●

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

　 ●

● [ ]

[ ]

2,9442,601実績

114 50,000

目標

平成30年度平成29年度

2,500

目標
件

各種証明書等交付、各種届出
及び市税等の収納件数 68,816実績

50,000

単位

63,318104

2,500
一般旅券の申請件数 件

取り扱い業務件数
114

実績

計画

実績

104計画
件

人件費率（B/（A+B））

24,618,000

平成29年度

3.50

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

32.4%

27,527,500

97.9%

3.50

― ―

単位

総事業費（A+B）

21,858,078

84,998,195

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他 33,194,617

一般財源

2,418,000

34.0%

28,055,689

34.2%

56,406,000

89,272,500

31,788,000

30,544,500

2,322,000

29,246,568

22,790,475

3.50

82,414,732

国庫支出金

52,037,043

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

55,052,695

項

2,322,000

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

2,322,000 2,418,000

54,359,043

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

市民課

位置付け1503000

予算科目

市民に開かれたまちづくり

課

駅前出張所

部

57,470,695

施策の柱(章)

駅前出張所管理・サービス事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

3

新公共経営

情報交流の支援

2

県市

11～15年

国

2,322,000

その他

6～10年

無戸籍法・住民基本台帳法等

市民の一部

16年以上

53,187,000

その他

2,418,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

生活安全部

有

3.50

成果指標名

83,132,500

12課21事業114業務
各種証明書交付
市税・税外諸収入の収納
戸籍・住民基本台帳の届
印鑑登録及び国民健康保険の取得喪失届
一般旅券の申請受付及び交付
収入印紙の売捌き

令
和
元
年
度

23,255,000

―

33.1%

27,527,500

平成30年度

29,932,000

平
成
3
0
年
度

19

・住民異動届の受付、印鑑登録・戸籍の届出受付、住民票・印鑑証
明・戸籍・各種税証明の交付、市税・税外諸収入の収納、児童手
当・こども医療等の届出、一般旅券の申請受理・交付、印紙の売捌
き。

55,605,000

目

・八潮駅及び周辺商業施設利用者や市南部地域等に居住する市民
のみならず、駅を拠点とするバス網の整備により、市全域からの
交通利便性の向上した八潮駅前に出張所を設け、市民サービスの
向上を図る。

58,728,000

内部職員861 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

2

12課21事業104業務
各種証明書交付件数 住民票等16,196件、印鑑証明8,415件
戸籍・除籍騰抄本等2,887件 税証明等6,007件、その他の証明197件
市税・税外諸収入の収納件数
市税4,708件、税外3,441件
一般旅券の申請件数2,601件

遊馬　健二

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

2,418,000

12課21事業114業務
各種証明書交付件数 住民票等18,231件、印鑑証明8,967件
戸籍・除籍騰抄本等3,438件 税証明等5,966件、その他の証明201件
市税・税外諸収入の収納件数
市税5,142件、税外3,521件
一般旅券の申請件数2,944件
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

■

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

成果を高める工夫が考えられる

経営資源

●

やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

効率・簡素化

増加● 削減現状維持

■

余地がある 余地がない

労働量

　１２課２１事業１１４業務について、担当課と研修等を行い窓
口業務に支障がでないように対応するとともに、市民サービスの
向上を図り、事務の効率化及び簡素化により経費節減を図る。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

　駅前出張所の利用者が目標を上回っている。

　各種証明書等交付、各種届出、市税等の収納件数及び一般旅券の申請件数
が成果指標を達成した。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

　各担当課と研修等を行い、窓口業務に支障が出ないように対応
する。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

　駅前出張所は、１２課２１事業１１４業務を平日午後７時まで
行っている。申請内容等によっては、担当課に確認を行わないと
受理又は証明発行できないことがあるが、本庁舎が午後５時１５
分に閉庁していることから確認ができない。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆☆
順調

手段を改善

●

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

■

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 瀧沢　昭仁
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

　 ●

● [ ]

[ ]

実績

388 86.3

目標

平成30年度平成29年度

目標
％

行政評価において目標達成し
た事業の割合 85.5実績

89.2

単位

87.1388
行政評価対象事業数

388

実績

計画

実績

388計画
事業

人件費率（B/（A+B））

693,000

平成29年度

1.55

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

94.8%

12,097,676

96.3%

1.55

― ―

単位

総事業費（A+B）

667,238

12,764,914

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

94.4%

12,424,662

95.1%

569,000

14,219,850

13,526,850

741,229

1.55

13,165,891

国庫支出金

623,229

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

543,238

項

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算

124,000118,000 124,000

H29決算

物件費

事業費（A） 741,229

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

■

企画経営課

位置付け1101000

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

企画経営担当

部

667,238

施策の柱(章)

行政改革推進事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

1

新公共経営

計画的・効率的な行政の推進

3

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無八潮市行政評価実施要綱他

市民の一部

16年以上

760,000

その他

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

1.55

成果指標名

13,234,400

・行政改革に関すること
「第５次八潮市行政改革大綱・実施計画」に位置付けられた各事業の進行管理を
行う。
・行政評価、行政管理に関すること
事務事業の効果を検証し、事務事業の改善に務める。また、外部評価を実施し、
事業の公平、公正、透明性を確保する。さらに、行政マネジメントシステムの保
守契約を行い、行政管理の効率化を図る。
・指定管理者制度の外部評価を行う。

令
和
元
年
度

884,000

―

93.3%

12,350,400

平成30年度

平
成
3
0
年
度

8

・第５次八潮市行政改革大綱・実施計画に基づき、さらなる事務事
業の見直しを図る。
・社会環境や市民ニーズに対応した市政運営を行うため、行政マネ
ジメントシステムを活用した行政評価（施策評価及び事務事業評
価）を行い、さらに、評価の透明性、客観性を高めるため、事務事
業評価及び年次事業評価における外部評価を実施する。

124,000

884,000

目

・最少の経費で最大の効果（市民サービスの向上）を上げるた
め、限られた資源（ヒト、モノ、カネ）を有機的に機能させ、事
務事業の見直し、職員の意識改革、市民への説明責任を果たすと
ともに、総合的、計画的、効果的な行政運営を推進し、市民満足
度の向上を図る。

693,000

内部職員227 全市民
事業の対象

事業概要

2

・行政改革に関すること
「第５次八潮市行政改革大綱・実施計画」に位置付けられた各事業の進行管理を
行った。
・行政評価、行政管理に関すること
事務事業の効果を検証し、事務事業の改善に務めた。また、外部評価を実施し、
事業の公平、公正、透明性を確保した。さらに、行政マネジメントシステムの保
守契約を行い、行政管理の効率化を図った。
・指定管理者制度の外部評価を行った。

渡辺　真乃介

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

・行政改革に関すること
「第５次八潮市行政改革大綱・実施計画」に位置付けられた各事業の進行管理を
行った。
・行政評価、行政管理に関すること
事務事業の効果を検証し、事務事業の改善に務めた。また、外部評価を実施し、
事業の公平、公正、透明性を確保した。さらに、行政マネジメントシステムの保
守契約を行い、行政管理の効率化を図った。
・指定管理者制度の外部評価を行った。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

■

●

A：達成した(100%）

■

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる■

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

行政改革については、「第５次八潮市行政改革大綱・実施計画」
の取組状況の進行管理を行い、引き続き、事務事業の見直しや業
務改善を図る。
また、行政評価については、施策評価、事務事業評価及び外部評
価を継続して実施することで、効率的かつ効果的な行政運営を
図っていく。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

事務事業の適切な管理を行い、市民サービス向上のため、計画の
達成に向け取り組んでおり、進行管理についても、行政マネジメ
ントシステムを活用し、効率的に実施することができた。

成果指標は達成できなかったが、行政マネジメントシステムを活用すること
で、事務事業評価、施策評価を効率的に行うことができた。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

「第５次八潮市行政改革大綱・実施計画」、行政マネジメントシ
ステムについて、職員の周知を図るとともに、人材育成を所管す
る課と調整しながら、機会を捉えて職員の意識改革を図る。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

行政マネジメントシステムを活用することで、効率的に実施計画
及び行政評価の調書の作成ができるようになったが、「第５次八
潮市行政改革大綱・実施計画」を進めていくために、コスト意識
など職員の意識改革が必要である。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 井上　淳子
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

85 73.4

目標

平成30年度平成29年度

目標
％

地方分権による権限移譲済事
務の割合 68.8実績

75.2

単位

68.877

地方分権による権限移譲済
事務数 77

実績

計画

実績

83計画
件

人件費率（B/（A+B））

7,734,000

平成29年度

2.06

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

72.6%

16,201,900

79.0%

2.06

― ―

単位

総事業費（A+B）

6,108,451

22,310,351

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

75.1%

16,512,777

69.9%

7,512,000

25,711,620

17,977,620

5,483,023

2.06

21,995,800

国庫支出金

5,328,023

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

5,959,451

項

100,000

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算

49,00055,000 122,000

H29決算

物件費

事業費（A）

100,000 100,000

5,483,023

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

■

企画経営課

位置付け1101000

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

企画経営担当

部

6,108,451

施策の柱(章)

計画行政推進事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

1

新公共経営

計画的・効率的な行政の推進

3

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無八潮市自治基本条例、八潮市基本構想の策定等を議会の議決すべき事件として定める条例

市民の一部

16年以上

2,858,000

その他

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

2.06

成果指標名

19,181,900

・八潮市総合計画・基本計画における実施計画策定要綱及び実施計画調書作成要
領に基づき、行政マネジメントシステムを活用して効率的に実施計画調書を作成
する。・地方分権改革等に伴う権限移譲を推進し、市民の利便性の向上に努め
る。・八潮市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理を行う。また、次期総
合戦略の策定に向けた見直しを行う。・八潮市教育大綱の進行管理を行う。・ふ
るさと納税寄附の受付・管理を行う。・オリンピック・パラリンピックの開催に
向けた機運醸成を行う。

令
和
元
年
度

2,980,000

―

84.5%

16,201,900

平成30年度

平
成
3
0
年
度

8

・第５次八潮市総合計画の進行管理を行う。・八潮市まち・ひと・
しごと創生総合戦略の進行管理を行う。・権限移譲を推進してい
く。・八潮市総合教育大綱の進行管理を行う。・ふるさと納税寄附
の受付・管理を行う。・２０２０年東京オリンピック・パラリン
ピック競技大会に向けた機運醸成を行う。

122,000

2,980,000

目

・戦略的な自治体経営を推進するため各部局間の施策調整を行
い、第５次八潮市総合計画の着実な進行を図る。
・八潮市まち・ひと・しごと創生総合戦略に係る事業の成果検証
を行い、必要に応じて見直しの検討を行う。

7,734,000

内部職員227 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

1

・八潮市総合計画・基本計画における実施計画策定要綱及び実施計画調書作成要
領に基づき、行政マネジメントシステムを活用して効率的に実施計画調書を作成
した。
・地方分権改革等に伴う権限移譲を推進し、市民の利便性の向上に努めた。
・八潮市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理を行った。
・八潮市教育大綱の進行管理を行った。
・ふるさと納税寄附の受付・管理を行った。
・オリンピック・パラリンピックの開催に向けた機運醸成を行った。

渡辺　真乃介

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

・八潮市総合計画・基本計画における実施計画策定要綱及び実施計画調書作成要
領に基づき、行政マネジメントシステムを活用して効率的に実施計画調書を作成
した。
・地方分権改革等に伴う権限移譲を推進し、市民の利便性の向上に努めた。
・八潮市まち・ひと・しごと創生総合戦略の進行管理を行った。
・八潮市教育大綱の進行管理を行った。
・ふるさと納税寄附の受付・管理を行った。
・オリンピック・パラリンピックの開催に向けた機運醸成を行った。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

効率・簡素化

増加● 削減現状維持

余地がある ●余地がない

労働量

・権限移譲は引き続き推進する。
・第５次八潮市総合計画、八潮市まち・ひと・しごと創生総合戦
略の適切な進行管理を図るため、行政マネジメントシステムを活
用する。また、次期総合戦略策定に向けた方針を八潮市まち・ひ
と・しごと創生本部等や審議会で審議する。
・教育委員会と連携し、八潮市教育大綱の進行管理を行う。
・２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向け
た機運醸成を行う。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

実施計画の策定は、行政マネジメントシステムにより効率的に実
施されている。

・市民サービスの向上に直結する事務については、既に権限移譲を受けてい
るため、移譲事務数を増加できず、目標達成できなかった。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

実施計画のヒアリング等を通じ、担当課と事業内容について調整
を図る。
次期総合戦略策定に向けた方針を八潮市まち・ひと・しごと創生
本部等や審議会で審議する。
２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向け
て、関係各課等と連携を図る。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

第５次八潮市総合計画に定められた将来目標人口や活力ある八潮
市を実現するため、事業について進行管理を行う必要がある。ま
た、総合戦略の計画期間終了年であるため、対応が必要である。
２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けた
機運醸成を行う必要がある。

B：概ね達成できた(80%以上) ●

☆☆
概ね順調

手段を改善

●

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 井上　淳子
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

■

■ 市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

16



事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

19 0

目標

平成30年度平成29年度

目標
件事故件数

22実績

0

単位

1119
共用自動車の管理

19

実績

計画

実績

19計画
台

人件費率（B/（A+B））

9,347,000

平成29年度

0.40

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

26.5%

3,146,000

93.5%

0.40

― ―

単位

総事業費（A+B）

8,742,202

11,888,202

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

27.3%

3,206,364

27.2%

9,099,000

12,837,800

3,490,800

8,555,552

0.40

11,761,916

国庫支出金

8,328,610

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

8,515,260

項

226,942

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

248,000 226,942

8,555,552

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

財政課

位置付け1106000

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

管財係

部

8,742,202

施策の柱(章)

公用車管理事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

1

新公共経営

計画的・効率的な行政の推進

3

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無道路運送車両法等

市民の一部

16年以上

9,792,000

その他

248,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

0.40

成果指標名

13,186,000

安全運転管理者講習会へ参加予定。
全国市有物件自動車損害共済に加入する。
軽自動車８台、普通車バンタイプ４台、ワゴン車２台、普通自動車３台を管理予
定。

令
和
元
年
度

10,040,000

―

23.9%

3,146,000

平成30年度

平
成
3
0
年
度

6

・共用車の一括管理（運行管理・維持管理・貸出等）を行なうと共
に、計画的な車両の入替え及び安全運転を推進する。

10,040,000

目

・共用車の一括管理による保有台数の適正化及び維持経費等の抑
制を図る。

9,347,000

内部職員466 全市民
事業の対象

事業概要

2

安全運転管理者講習会へ参加した。
全国市有物件自動車損害共済に加入した。
軽自動車１０台、普通車バンタイプ４台、ワゴン車２台、普通自動車３台を管理
した。
事故件数は、１１件であった。

伊藤　尚

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

安全運転管理者講習会へ参加した。
全国市有物件自動車損害共済に加入した。
軽自動車１０台、普通車バンタイプ４台、ワゴン車２台、普通自動車３台を管理
した。
事故報告件数は、２２件であった。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

リース車両の活用により、ハイブリッド車などの低公害車への切
り替えを計画的に行う。
車両貸し出し方法の改善として、各所管部局に車両を振り分け、
各々の車両に責任を持たせ、安全運転意識の向上を図る。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

●

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

自動車損害保険への加入、講習会への参加、低公害車への切り替
え等については、順調に実施されていると判断できるが、事故件
数が依然多いことから早急な対策が必要である。

事故件数が引き続き高く、運転者の安全意識への低下が顕著である。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

各所属長からの職員に安全運転の意識の向上を図るための周知が
必要である。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

職員の安全運転意識が低下しており、事故件数が多い。

B：概ね達成できた(80%以上) ●

☆
遅れ

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある

課題

評価者名 長嶋　雄二
課題はほとんどない

判
断
理
由

●

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

6000 130

目標

平成30年度平成29年度

目標
品目共通物品の品目数

130実績

130

単位

1304934
支出執行額

4485

実績

計画

実績

6000計画
千円

人件費率（B/（A+B））

5,739,000

平成29年度

0.65

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

53.1%

5,073,219

78.1%

0.65

― ―

単位

総事業費（A+B）

4,484,909

9,558,128

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

51.4%

5,210,342

49.7%

5,739,000

11,411,550

5,672,550

4,933,848

0.65

10,144,190

国庫支出金

4,933,848

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

4,484,909

項

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A） 4,933,848

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

財政課

位置付け1106000

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

契約係

部

4,484,909

施策の柱(章)

共通物品購入管理事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

1

新公共経営

計画的・効率的な行政の推進

3

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無地方自治法第239条、八潮市財産規則等

市民の一部

16年以上

5,777,000

その他

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

0.65

成果指標名

10,956,200
130品目を共通物品に定め、原則として全ての品目につき単価購入契約を締結
し、各所属への安定的かつ効率的な供給を行う予定である。

令
和
元
年
度

5,777,000

―

47.3%

5,179,200

平成30年度

平
成
3
0
年
度

14

・各所属に共通物品の次年度請求につき照会して請求内容を取りま
とめ、予算措置のうえ、共通物品の品目ごとに単価購入契約を締結
して必要量を購入し、各所属からの請求に基づいて共通物品を交付
する。
　なお、本市のシティーセールスの一環として、市名入り封筒につ
いて、ハッピーこまちゃんのデザインを入れて印刷する。

5,777,000

目

・行政事務に用いる文具、紙等の消耗品（共通物品）の購入管理
を一括して行い、調達の効率化を図る。

5,739,000

内部職員445 全市民
事業の対象

事業概要

1

130品目を共通物品に定め、うち109品目につき単価購入契約を締結し、各所属へ
の安定的かつ効率的な供給を行った。

富田賢

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

130品目を共通物品に定め、うち112品目につき単価購入契約を締結し、各所属へ
の安定的かつ効率的な供給を行った。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

■

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

より効率的かつコスト削減効果の高い品目の選定、既存品目の整
理等を行い、また、各所属からの次年度請求については、予定外
の請求や予定数量超過が発生しないよう引き続き周知等を行う。
また、共通物品制度について、全体的な観点からより効率的な調
達方法、配布方法等の調査・検討を継続する。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

共通物品の一括購入による購入費用の削減や、購入事務の効率化
が図られたが、全体的な制度改善の観点から、総合的な費用対効
果や効率化等の再検討を継続し、今後も事務の見直しに向けた取
り組みを行っていく必要があると判断した。

共通物品の各蔵出日に請求のあった所属に対して、予定どおり供給すること
ができた。
また、成果指標についても目標を達成することができた。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

共通物品の品目整理、新製品の情報収集等を継続して行い、より
効率的かつコスト削減効果の高い品目の選定に努め、各所属への
次年度請求の照会に際しては、より精度の高い回答を求め、予定
外の請求及び予定数量の超過が発生しないよう改善を図る。ま
た、共通物品の調達方法、配布方法等について、より効率的に実
施するための調査・検討を行う。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

●

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

共通物品については、基本的に年度当初に必要量を一括購入する
ため、各所属が請求する物品数量に過大又は過少が生じることが
ある。また、より効率的な物品の調達方法、配布方法等につい
て、継続的な検討が必要である。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他 事務事業の執行に必要な共通物品につき単価購入契約を締結
し、各所属へ安定的かつ効率的に供給するため。

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

■

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 長嶋　雄二
課題はほとんどない

判
断
理
由

●

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

100100実績

5000000 15

目標

平成30年度平成29年度

100

目標
件

指名競争入札以外の入札執行
件数 19実績

15

単位

292

164198330

電子入札執行件数
100300

電子入札執行率 ％

落札金額合計
5827429

実績 287

計画
件

300

実績

5000000計画
千円

人件費率（B/（A+B））

2,684,000

平成29年度

2.30

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

88.4%

17,951,390

88.0%

2.30

― ―

単位

総事業費（A+B）

2,363,067

20,314,457

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

93.9%

18,436,595

88.2%

704,000

22,756,100

20,072,100

1,191,372

2.30

19,627,967

国庫支出金

60,637

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

575,706

項

1,130,735

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

1,980,000 1,787,361

1,191,372

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

■

財政課

位置付け1106000

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

契約係

部

2,363,067

施策の柱(章)

契約事務

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

1

新公共経営

計画的・効率的な行政の推進

3

県市

11～15年

国

入札参加業者等

その他

6～10年

無地方自治法第234条、八潮市契約規則等

市民の一部

16年以上

116,000

その他■

1,531,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

2.30

成果指標名

19,973,400

21回の指名委員会を開催し、競争入札を執行する予定である。
また、平成31・32年度競争入札参加資格審査申請（令和２年度追加申請）の受付
を行う予定である。

令
和
元
年
度

1,647,000

―

91.8%

18,326,400

平成30年度

平
成
3
0
年
度

14

・入札参加資格業者の格付け及び登録を行い、指名委員会を開催し
て、指名競争入札参加業者の指名、制限付一般競争入札の参加要件
の決定等を行うとともに、競争入札を執行して契約先を決定する。
また、年間工事発注見通しの取りまとめ、公共事業費調査、指名停
止措置、小規模建設工事等契約希望者の登録、入札結果等の公表、
その他入札及び契約関係全般に関する事務を行う。

1,647,000

目

・市の発注する建設工事、設計・調査・測量、土木施設維持管
理、その他の物品等の調達等について、地方自治法、八潮市契約
規則等に基づく競争入札により、契約先を決定する。

2,684,000

内部職員445 全市民
事業の対象

事業概要

2

23回の指名委員会（うち、臨時会2回）を開催し、365件の競争入札を執行した。
（うち、総合評価方式1件、一般競争入札16件、電子入札287件）落札金額合計
4,198,330千円（税込み）
平成29・30年度競争入札参加資格審査申請（平成30年度追加申請）の受付を行っ
た。（建設工事45件、設計・調査・測量21件、土木施設維持管理8件、物品等60
件（業種追加申請分を含む。））

富田賢

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

22回の指名委員会（うち、臨時会１回）を開催し、370件の競争入札を執行し
た。（うち、一般競争入札19件、電子入札292件）落札金額合計5,827,429千円
（税込み）
平成31・32年度競争入札参加資格審査申請（定期申請）の受付を行った。（建設
工事1,172件、設計・調査・測量873件、土木施設維持管理277件、物品等1,164
件）
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

■

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

今後においても引き続き入札・契約制度の改善を推進し、入札・
契約事務の適正化及び効率化に向けた継続的な取り組みを行う。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

事後審査型一般競争入札及び電子入札の実施、発注見通し、入札
結果等の情報の公表等により、公平性、透明性を確保した適正な
入札を執行することができた。

活動指標については、ほぼ計画どおりに執行することができた。また、成果
指標については、目標を達成することができた。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

国、県のほか、先進自治体の入札・契約制度、実施体制等につい
ての情報収集を行い、本市に適合した入札・契約制度についての
調査研究を継続する。また、入札・契約事務マニュアルの作成な
どにより、職員に対する事務指導等を適宜行う。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

入札については、さらに公平性、透明性等を高める実施方法や実
施体制について、継続的に検討する必要がある。また、関係法令
の改正や、国、県及び他市町村の入札・契約事務制度に関する情
報収集、職員に対する適性な入札・契約事務の指導等についても
配慮する必要がある。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆☆
順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

■

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 長嶋　雄二
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

157.3154.9実績

566

目標

平成30年度平成29年度

160.9

目標
人職員数

567実績

567

単位

565

156.8
職員１人当りの市民の数 人

実績

計画

実績

計画

人件費率（B/（A+B））

0

平成29年度

0.53

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

100.0%

4,136,625

0.53

― ―

単位

総事業費（A+B）

0

4,136,625

財
源
の
内
訳

0

県支出金

市債

その他 0

一般財源

0

0

100.0%

4,248,433

100.0%

0

4,625,310

00

0

4,625,310

0

0

0

0

0.53

4,248,433

0

国庫支出金

00

0 0

0

0

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

0維持補修費

0

0

項

0

00

0

0

0

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算

00 0

H29決算

物件費

事業費（A）

0 0

0

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

企画経営課

位置付け1101000

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

企画経営担当

部

0

施策の柱(章)

行政組織等管理事務

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

款

事務事業名

2

新公共経営

行政組織の効率化と人材育成

3

県市

11～15年

国

0

その他

6～10年

無八潮市定員管理計画

市民の一部

16年以上

0

その他

0

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

0.53

成果指標名

4,223,040
職員定数調査、部長級ヒアリング等を実施し、市民ニーズや行政課題に対応でき
る体制とするための定員管理を行う。

令
和
元
年
度

0

―

100.0%

4,223,040

平成30年度

0

0

0

平
成
3
0
年
度

0

・各部の現状・課題の把握や積極的な民間委託(指定管理者制度)の
導入など事務事業の見直し手法を探るため、毎年ヒアリングを実施
する。必要に応じて組織の見直しを図り、「八潮市定員管理計画」
に基づき、適正な定数の決定をしていく。

0

0

0

目

・多様化した市民の行政ニーズに迅速かつ的確に対応し、第５次
八潮市総合計画に掲げる事業を効率的かつ効果的に実施するた
め、状況に応じた行政組織の見直しを行うとともに、職員定数の
適正化を図る。

0

内部職員227 全市民
事業の対象

事業概要

職員定数調査、部長級ヒアリング等を実施し、市民ニーズや行政課題に対応でき
る体制とするための定員管理を行った。
さらに、医療・介護・福祉の連携強化等を図るため、組織の再編成を行った。

岡田　由美子

0

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

0

職員定数調査、部長級ヒアリング等を実施し、市民ニーズや行政課題に対応でき
る体制とするため、職員定数の増員を行なった。

0
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 　余地がない

労働量

「八潮市定員管理計画」や定員管理診断等の調査結果に基づき、
部門別に適正な職員の配置を行うとともに、行政組織内の統廃合
を実施していく。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

人口増加、少子高齢化の進展に伴う事務量の増加に対応し、効率
的・効果的に市民サービスを提供するため、職員定員の増員を
行った。

「八潮市定員管理計画【平成２８年度～平成３２年度】」では、平成３０年
度の定員数５６７人であり、実際に配置された職員数も同数であったことか
ら目標を達成することができた。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

「第５次八潮市行政改革大綱・実施計画」を着実に推進させ、事
務の効率などの行政改革を進め、事務量等を考慮した定数となる
よう努める。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

●

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

第５次八潮市総合計画を着実に推進するため、各部署の現状を踏
まえた適正配置や効率的かつ円滑な事務処理のための所掌事務の
見直し等に努める必要がある。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

■

■

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 井上　淳子
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

0

目標

平成30年度平成29年度

目標
人職員定数に対する欠員の有無

4実績

0

単位

5

実績

計画

実績

計画

人件費率（B/（A+B））

19,705,000

平成29年度

4.95

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

76.5%

38,931,750

60.7%

4.95

― ―

単位

総事業費（A+B）

11,966,916

50,898,666

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

76.4%

39,678,759

68.7%

19,468,000

62,903,650

43,198,650

12,254,002

4.95

51,932,761

国庫支出金

12,161,922

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

11,821,316

項

92,080

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算

60,0000 90,000

H29決算

物件費

事業費（A）

147,000 85,600

12,254,002

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

■

総務人事課

位置付け1200500

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

人事担当

部

11,966,916

施策の柱(章)

人事管理事務

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

2

新公共経営

行政組織の効率化と人材育成

3

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無地方公務員法・地方自治法

市民の一部

16年以上

24,669,000

その他

147,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

総務部

有

4.95

成果指標名

63,837,750
給与の支給、職員の採用、昇任、異動等の人事管理に努める。

令
和
元
年
度

24,906,000

―

61.0%

38,931,750

平成30年度

平
成
3
0
年
度

1

・給与の支給、職員の採用・昇任・異動等の人事管理を行う。

90,000

24,906,000

目

・給与・勤務条件をはじめとする様々な職場環境の整備・充実を
図ることで、職場の職務に対する意欲を維持・向上、職場を活性
化させ、もってより良い市民サービスの提供に努める。

19,705,000

内部職員253 全市民
事業の対象

事業概要

4

給与の支給、職員の採用、昇任、異動等の人事管理に努めた。

本田　貴裕

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

給与の支給、職員の採用、昇任、異動等の人事管理に努めた。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

● 余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

成果を高める工夫が考えられる

■
委託が可能な部分についてはすでに委託済み。

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

①管理職への女性職員への登用促進
②安定した新規採用を行うための方策の実施

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

女性職員の意識啓発のために、女性職員の研修実施や派遣、女性
職員向けのカリキュラムで実施される自治大学校への女性職員の
派遣を行った。一方で、採用については年度途中の急な退職のた
め、予定数から4人欠員となった。また、年度末に新たにプレミ
アム付商品券事業担当の新設が決まったため、そこに2名の職員
を配属したことから、平成30年10月に提示された部局別組織図
（案）からは6部署において1名ずつ欠員となった。

成果指標である「職員定数に対する欠員の有無」において、4名の欠員が
あったため。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

①研修による女性の社会進出に向けた意識改革や能力向上
②採用説明会等への積極的な参加、ポスターの掲示等

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

●

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

①管理職における女性職員の少なさ
②質の高い新規採用職員

B：概ね達成できた(80%以上) ●

☆☆
概ね順調

手段を改善

●

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他
代替手段がないため

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 佐藤　康弘
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

2.72.6実績

51 3.5

目標

平成30年度平成29年度

1.5

目標
点

参加者の満足度
（４点満点） 3.4実績

3.5

単位

3.457

1.5
職員１人あたりの研修参加数 回

実施した研修のコース数
53

実績

計画

実績

51計画
種類

人件費率（B/（A+B））

3,324,000

平成29年度

0.80

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

76.4%

6,292,000

58.6%

0.80

― ―

単位

総事業費（A+B）

1,947,424

8,239,424

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

72.1%

6,412,729

67.7%

2,522,000

10,305,600

6,981,600

2,475,351

0.80

8,888,080

国庫支出金

1,765,564

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

1,580,111

項

709,787

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

802,000 367,313

2,475,351

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

■

総務人事課

位置付け1200500

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

人事担当

部

1,947,424

施策の柱(章)

人材育成推進事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

2

新公共経営

行政組織の効率化と人材育成

3

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無地方公務員法

市民の一部

16年以上

2,606,000

その他

840,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

総務部

有

0.80

成果指標名

9,738,000
「八潮市人材育成基本方針」に基づく職員研修を実施する。

令
和
元
年
度

3,446,000

―

64.6%

6,292,000

平成30年度

平
成
3
0
年
度

1

・人材育成基本方針に基づき、継続的に適切な研修を実施する。

3,446,000

目

・職務の効率的・効果的な遂行のため、職員一人ひとりの能力や
可能性を最大限に引き出すとともに、職員の資質の向上を図る。

3,324,000

内部職員253 全市民
事業の対象

事業概要

5

「八潮市人材育成基本方針」に基づく職員研修を実施。職場外研修として、基本
研修５コース、管理・監督者研修１コース、専門研修１３コース、派遣研修３８
コースに延べ、８５０人の職員を参加させ、職員の能力と資質の向上に努めた。

本田　貴裕

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

「八潮市人材育成基本方針」に基づく職員研修を実施。職場外研修として、基本
研修５コース、管理・監督者研修１コース、専門研修１５コース、派遣研修３２
コースに延べ、８９２人の職員を参加させ、職員の能力と資質の向上に努めた。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

● 余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

成果を高める工夫が考えられる

■ コストの削減により、職員の能力や資質の向上を機会を失う
こととなる。

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

内部研修については、行政課題、社会情勢に対応するものや職員
のニーズにあったものを取り入れ、更に研修内容を充実して職員
の満足度向上を図る。
市町村アカデミーや自治人材開発センター等で実施される外部研
修については、所属や職員のニーズを確認し、求められている研
修への積極的な参加を促進する。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

研修参加の延べ人数が増えたことにより、職員一人当たりの研修
参加人数が目標を上回ることができた。

女性向けの職員研修の実施や派遣を継続して実施し、また働き方改革の研修
を階層を分けて実施するなど、内容の充実が図れた。
しかし、自治大学校の第2部課程においては、派遣予定職員との調整を図る
ことができず、派遣することができなかった。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

①各所属へ職員のさらなる能力開発は基本計画における主要事業
の一つであることの理解を求め、研修受講に対する環境整備を図
る。
②派遣研修は、研修内容を精査しながら中長期的な考え方を整理
する。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

●

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

①研修への参加を促進したいが、業務と重なり研修時間の確保が
難しい場合がある。
②派遣研修は得られる知識が最新のものであり、また、他団体職
員との意見や情報交換ができる機会であるので充実が望まれる。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆☆
順調

手段を改善

●

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 佐藤　康弘
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

3 100

目標

平成30年度平成29年度

目標
％健康診断受診率

100実績

100

単位

1003
健康診断受診日数

3

実績

計画

実績

3計画
日

人件費率（B/（A+B））

14,665,000

平成29年度

1.50

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

47.7%

11,797,500

88.2%

1.50

― ―

単位

総事業費（A+B）

12,933,800

24,731,300

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

48.3%

12,023,867

47.2%

12,388,000

27,755,500

13,090,500

12,850,898

1.50

24,874,765

国庫支出金

10,693,874

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

10,733,984

項

1,797,024

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算

360,000360,000 410,000

H29決算

物件費

事業費（A）

1,867,000 1,839,816

12,850,898

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

総務人事課

位置付け1200500

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

人事担当

部

12,933,800

施策の柱(章)

職員福利厚生事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

2

新公共経営

行政組織の効率化と人材育成

3

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無地方公務員法・労働安全衛生法・建築物における衛生的環境の確保に関する法律ほか

市民の一部

16年以上

12,578,000

その他

1,889,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

総務部

有

1.50

成果指標名

26,674,500
職員健康診断及び衛生委員会の実施、公務災害への補償、職員互助会への助成を
行う。

令
和
元
年
度

14,877,000

―

44.2%

11,797,500

平成30年度

平
成
3
0
年
度

1

・職員の心身の健康を維持・促進するため、継続的に各種福利厚生
事業を実施する。

410,000

14,877,000

目

・良質な市民サービスの提供には、職員が心身ともに良好な状態
でなければならない。このため、職員に対し各種福利厚生事業を
実施する。

14,665,000

内部職員253 全市民
事業の対象

事業概要

6

職員健康診断及び衛生委員会の実施、公務災害への補償、職員互助会への助成を
行った。

本田　貴裕

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

職員健康診断及び衛生委員会の実施、公務災害への補償、職員互助会への助成を
行った。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

ストレスチェックの集団分析結果の活用方法の調査

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

八潮市職員の心の健康づくり計画及びストレスチェック実施計画
における職員のこことの健康づくりの推進のため、ストレスを糧
に成長できる力を育成する参加・体験を重視した実践型プログラ
ムの研修を実施した。

健康診断に関しては、理由のない未受診者もおらず、全員が受診した。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

先進事例などの情報収集、研修の充実

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

●

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

ストレスチェック実施後の集団分析結果（環境改善）について

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

●

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 佐藤　康弘
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

目標

平成30年度平成29年度

目標

実績

単位

実績

計画

実績

計画

人件費率（B/（A+B））

93,032,000

平成29年度

1.50

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

12.1%

11,797,500

92.3%

1.50

― ―

単位

総事業費（A+B）

85,885,514

97,683,014

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

12.4%

12,023,867

12.3%

91,708,000

106,122,500

13,090,500

84,855,272

1.50

96,879,139

国庫支出金

83,879,837

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

84,841,652

項

975,435

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

1,324,000 1,043,862

84,855,272

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

企画経営課　情報化推進担当、社会保障・税番号制度担当

位置付け1101010

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

情報化推進担当

部

85,885,514

施策の柱(章)

情報機器・ネットワーク管理事務

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

3

新公共経営

行政事務の電子化

3

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無IT基本法､e-japan重点計画､IT新改革戦略

市民の一部

16年以上

102,390,000

その他

1,265,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

1.50

成果指標名

115,452,500

・市域行政ネットワークの運用管理
・インターネット通信の運用管理
・総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の運用管理
・複合機の運用管理
・カード認証及び生体認証による業務権限の運用管理
・埼玉県セキュリティクラウドへの接続

令
和
元
年
度

103,655,000

―

10.2%

11,797,500

平成30年度

平
成
3
0
年
度

9

・市域行政ネットワークの運用管理
・インターネット通信の運用管理
・総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の運用管理
・複合機の運用管理

103,655,000

目

庁内共通のネットワーク及びシステムの円滑な運用、見直しによ
る更なる事務の効率化を目指すとともに、様々な情報を安全に運
用できるようセキュリティレベルの高い環境を構築する。

93,032,000

内部職員313 全市民
事業の対象

事業概要

2

・市域行政ネットワークの運用管理
・インターネット通信の運用管理
・総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の運用管理
・複合機の運用管理
・カード認証及び生体認証による業務権限の運用管理
・埼玉県セキュリティクラウドへの接続

浅見　恵一

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

・市域行政ネットワークの運用管理
・インターネット通信の運用管理
・総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の運用管理
・複合機の運用管理
・カード認証及び生体認証による業務権限の運用管理
・埼玉県セキュリティクラウドへの接続
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

　

●

A：達成した(100%）

■

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

より高度なネットワーク環境や外部からの攻撃に対応できるよ
う、さらに調査・研究を重ね、より高度なセキュリティレベルの
環境及び運用体制の構築を目指す。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

重大な障害を発生させることなく、ネットワークの運用を実施す
ることができた。

情報系業務端末、市域行政ネットワーク機器の更新及びファイルサーバの更
新を行った。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

・外部委託による維持管理。運用体制及び最適なネットワーク環
境の整備。
・セキュリティ外部監査の実施、職員の教育研修の充実。
・ＩＣＴ－ＢＣＰの策定。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

・高度な情報通信技術に対応できる人材の確保。
・外部からの攻撃等に対応したネットワークの強化。
・市全体のセキュリティレベルの更なる向上。
・災害時においても迅速かつセキュリティレベルを保持した業務
の継続。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他
市の行政事務遂行において必要な環境整備。

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 鈴木　健
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

目標

平成30年度平成29年度

目標

実績

単位

実績

計画

実績

計画

人件費率（B/（A+B））

127,963,000

平成29年度

0.95

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

5.6%

7,471,750

99.4%

0.95

― ―

単位

総事業費（A+B）

127,142,266

134,614,016

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

6.7%

7,615,115

6.1%

127,963,000

136,253,650

8,290,650

106,673,711

0.95

114,288,826

国庫支出金

106,673,711

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

127,142,266

項

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A） 106,673,711

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

企画経営課　情報化推進担当、社会保障・税番号制度担当

位置付け1101010

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

情報化推進担当

部

127,142,266

施策の柱(章)

基幹系情報処理業務管理事務

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

3

新公共経営

行政事務の電子化

3

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無IT基本法、e-Japan重点計画、IT新改革戦略

市民の一部

16年以上

148,277,000

その他

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

0.95

成果指標名

155,748,750

・基幹系情報処理業務の自治体クラウド型サービス利用の管理
・行政事務における情報処理業務の共通外部委託
・次期基幹系情報処理業務の調達に係る準備

令
和
元
年
度

148,277,000

―

4.8%

7,471,750

平成30年度

平
成
3
0
年
度

9

・基幹系情報処理業務は、従来の職員直営型の情報処理業務を外部
委託するとともに、自治体クラウド型サービスを利用する。

148,277,000

目

住民サービスの向上を目指し、行政事務の基幹系情報処理業務の
正確で安定した運用を図る。

127,963,000

内部職員313 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

3

・基幹系情報処理業務の自治体クラウド型サービス利用の管理
・行政事務における情報処理業務の共通外部委託
・番号制度施行に伴うシステム対応

浅見　恵一

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

・基幹系情報処理業務の自治体クラウド型サービス利用の管理
・行政事務における情報処理業務の共通外部委託

33



■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

　

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

■

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加　 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

現行の基幹系情報処理業務の安定した運用を図るとともに、次期
基幹系情報処理業務の調達に向けた準備に万全を期す。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

重大な障害を発生させることなく、クラウドサービスの安定した
運用を実施することができた。

基幹系情報処理業務共通システムサービス提供・利用契約の更新を行った。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

業務の重要性等を考慮し、各業務システム担当課との連携を密に
しながら、適切な選定を行う。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

基幹系情報処理業務契約の更新については、事務に支障を生じな
いよう、また、市民の情報を適正に運用できるよう、適切に選定
する必要がある。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

　

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 鈴木　健
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

４

目標

平成30年度平成29年度

目標

実績

単位

４
公共アプリケーション数

４

実績

計画

実績

４計画システ
ム

人件費率（B/（A+B））

209,000

平成29年度

0.40

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

94.0%

3,121,981

95.0%

0.40

― ―

単位

総事業費（A+B）

198,538

3,320,519

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

92.6%

3,206,364

94.4%

209,000

3,699,800

3,490,800

255,002

0.40

3,461,366

国庫支出金

255,002

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

198,538

項

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A） 255,002

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

企画経営課　情報化推進担当、社会保障・税番号制度担当

位置付け1101010

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

情報化推進担当

部

198,538

施策の柱(章)

行政情報化推進事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

3

新公共経営

行政事務の電子化

3

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無IT基本法､e-japan重点計画､IT新改革戦略

市民の一部

16年以上

211,000

その他

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

0.40

成果指標名

3,398,200

・埼玉県市町村電子申請共同運営のシステムサービスの運用
・地方税電子申告の運用支援
・公的個人認証サービス機器保守、マイナンバー対応
・埼玉県東南部５市１町の公共施設等の予約システム「まんまるよや
　くシステム」の運用支援
・他部署庁内システムサービス及び機器の更新支援

令
和
元
年
度

211,000

―

93.8%

3,187,200

平成30年度

平
成
3
0
年
度

9

・埼玉県電子申請共同システムサービスの共同利用
・八潮市情報化基本計画の見直しに向けた検討
・地方税電子申告の運用支援
・公的個人認証サービス機器保守、マイナンバー対応
・東南部５市１町の公共施設等の予約システムの運用支援
・他部署庁内システムサービス及び機器の更新支援

211,000

目

・現在の情報化社会に対応した八潮市情報化基本計画の見直しに
向けた検討を行う。また、全国自治体・地域を連携する共通の基
盤づくりを進め、ネットワークを利用した公的サービスの拡大
と、行政と住民との有用な情報の流通を図る。

209,000

内部職員313 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

1

・埼玉県市町村電子申請共同運営のシステムサービスの運用及び次期
　システムの導入
・地方税電子申告の運用支援
・公的個人認証サービス機器保守、マイナンバー対応
・埼玉県東南部５市１町の公共施設等の予約システム「まんまるよや
　くシステム」の運用支援
・他部署庁内システムサービス及び機器の更新支援

浅見恵一

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

・埼玉県市町村電子申請共同運営のシステムサービスの運用
・地方税電子申告の運用支援
・公的個人認証サービス機器保守、マイナンバー対応
・埼玉県東南部５市１町の公共施設等の予約システム「まんまるよや
　くシステム」の運用支援
・他部署庁内システムサービス及び機器の更新支援
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

■

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる■

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

電子申請システムの市民利用の促進に向けた適切な運営支援と、
事務手順の見直しによる効率的なシステムの導入を目指す。
また、全庁的な行政事務の効率化を目指し、ワークフロー（電子
決裁）やＡＩ・ＲＰＡの導入についても調査・研究を行ってい
く。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

電子申請システムについて、新システムでの円滑な運用が実施で
きた。
図書館システム等、他部署庁内システムサービスの更新支援を実
施することができた。

電子申請サービスについて、運用支援を行うことができた。
一方で、八潮市情報化基本計画の見直しを行うことはできなかった。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

研修等により職員の情報活用能力の向上を図るとともに、各業務
を横断的に見直すことや、全庁的に取り組む事業として関係課と
連携し、効率的かつ総合的なシステムの導入を目指す。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

電子申請システムについて、市民利用の促進を図る必要がある。
また、業務ごとのシステムは導入が進んでいるものの、システム
間の連携や自動化による効率化を図ることのできる余地が考慮さ
れる。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他
行政事務の効率化のため。

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 鈴木　健
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

目標

平成30年度平成29年度

目標

実績

単位

実績

計画

実績

計画

人件費率（B/（A+B））

20,859,000

平成29年度

1.10

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

21.8%

8,651,500

72.3%― ―

単位

総事業費（A+B）

13,250,398

39,713,898

財
源
の
内
訳

17,812,000

県支出金

市債

その他

一般財源

0

18.3%

23,387,000

52,537,700

143,000

9,599,700

1.10

0

国庫支出金

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

21,936,000

22,170,798

項

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

19,551,000 8,891,600

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

企画経営課　情報化推進担当、社会保障・税番号制度担当

位置付け1101010

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

社会保障・税番号制度担当

部

31,062,398

施策の柱(章)

社会保障・税番号制度管理事務

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

3

新公共経営

行政事務の電子化

3

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用に関する法律

市民の一部

16年以上

7,114,000

その他

5,343,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

1.10

成果指標名

21,108,500

・国・他自治体との情報連携を行う。
・特定個人情報保護評価（ＰＩＡ）の見直し依頼を行う。
・独自利用について検討を行う。

令
和
元
年
度

10,066,000

―

41.0%

8,651,500

平成30年度

2,391,000

平
成
3
0
年
度

9

・国・他自治体との情報連携を行う。
・特定個人情報保護評価（ＰＩＡ）の見直し依頼を行う。
・独自利用について検討を行う。

12,457,000

目

マイナンバー制度を運用し、業務の見直しや情報連携を行って市
民の利便性の向上や行政事務の効率化を図り、以て社会保障や税
負担の公平化を図る。

42,938,000

内部職員313 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

4

浅見　恵一

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

・国・他自治体との情報連携を行った。
・特定個人情報保護評価（ＰＩＡ）の見直し依頼を行った。
・独自利用について検討を行った。
・マイナポータルの開始に伴う市民への情報提供及び、出先施設への端末（国貸
与）設置を行った。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

■

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

・国・他自治体との情報連携を行う。
・副本データの登録作業を行う。
・独自利用に向けた検討を行う。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

重大な障害を発生させることなく、運用を継続することができ
た。

マイナポータルの開始に伴い、市民への周知を行った。
また、国が貸与する端末を市内５施設に設置し、マイナポータルの利便性の
向上を図った。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

窓口業務を行う担当課に、運用方法等について説明し、認識等の
向上を図る。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

情報連携を行う窓口業務の運用において運用方法等の認識が不足
している。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 鈴木　健
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

3,7243,675実績

－ －

目標

平成30年度平成29年度

－

目標
％

給与支払報告書提出義務者の
調査回答数 77.57実績

－

単位

3,769

73.5546,231

法人市民税申告書発送件数
－－

法人市民税の申告数 件

個人市民税納税義務者数
48,275

実績 3,696

計画
件

－

実績

－計画
人

人件費率（B/（A+B））

22,129,000

平成29年度

7.90

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

74.5%

62,133,500

96.2%

7.90

― ―

単位

総事業費（A+B）

21,280,916

83,414,416

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

79.2%

63,325,697

75.7%

20,423,000

91,072,300

68,943,300

16,660,266

7.90

79,985,963

国庫支出金

14,989,991

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

19,575,947

項

1,670,275

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

1,706,000 1,704,969

16,660,266

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

市民税課

位置付け1201000

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

市民税係・諸税係

部

21,280,916

施策の柱(章)

市民税賦課事務

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

22款01

事務事業名

4

新公共経営

健全で柔軟な財政運営

3

県市

11～15年

国

特別徴収義務者等

その他

6～10年

無地方税法、八潮市税条例　他

市民の一部

16年以上

22,999,000

その他■

1,938,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

総務部

有

7.70

成果指標名

85,497,500

・個人市民税については無申告者に対する所得調査を実施するとともに、給与支
払報告書の提出義務者の調査を実施する予定である。
　また、給与からの特別徴収制度のさらなる理解・浸透を図るため、事業所に通
知を行う際に文書を同封する。
・法人市民税については未申告法人に通知及び現地調査を実施する予定である。
また、県税事務所における課税状況等の調査を行う予定である。

令
和
元
年
度

24,937,000

―

70.8%

60,560,500

平成30年度

平
成
3
0
年
度

2

・個人市民税に関する賦課事務を行う。
・法人市民税に関する賦課事務を行う。

24,937,000

目

・市が実施する様々な事業を展開するために、自主財源を確保す
る。

22,129,000

内部職員206 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

1

・個人市民税納税義務者数　　46,231人
・個人市民税については無申告者に対する所得調査を年2回実施し、併せて、給
与支払報告書の提出義務者の調査を実施した。また、給与からの特別徴収制度の
さらなる理解・浸透を図るため、事業所に通知を行う際に文書を同封した。
・法人市民税課税社数　3,677社
・法人市民税については未申告法人に通知及び現地調査を実施した。また、県税
事務所における課税状況等を調査した。

安彦和徳・菅谷昌史

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

・個人市民税納税義務者数　　48,275人
・個人市民税については無申告者に対する所得調査を年2回実施し、併せて、給
与支払報告書の提出義務者の調査を実施した。また、給与からの特別徴収制度の
さらなる理解・浸透を図るため、事業所に通知を行う際に文書を同封した。
・法人市民税課税社数　3,737社
・法人市民税については未申告法人に通知及び現地調査を実施した。また、県税
事務所における課税状況等を調査した。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

個人市民税の給与支払報告書提出義務者の調査については、提出
期限を順守していただけるよう提出義務者へ法令等のＰＲを実施
する。また、併せて、給与からの特別徴収制度のさらなる理解・
浸透を図る。
法人市民税については、今後も申告書を発送して期限内申告を促
すとともに、必要に応じて変更届出用紙を送付し廃止等の届出を
促す。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

個人・法人市民税は、税務署・県税事務所との三税協力のもとに
自主申告を促進するとともに、無申告者に対する所得調査や未申
告法人に対する通知等を行い、無申告者及び未申告法人の解消に
努めるなど適正・公平な賦課決定に努めたことにより順調に成果
があがっていると判断する。

個人市民税の給与支払報告書提出義務者の調査について、依頼数321件に対
し、249件の提出があった。（77.57%）
法人市民税の申告書発送件数3,769件に対し、3,724件の申告を受け付けた。
（98.81％）

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

・個人市民税の無申告者に対する所得調査を継続して実施する。
・申告期限を過ぎても申告のない法人に対しては、速やかに通知
を送付するとともに、現地調査や謄本等の確認を継続して実施す
る。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

・個人市民税の無申告者は必ずしも申告義務者とは限らないた
め、申告義務者のみを把握することが困難である。
・法人市民税の未申告法人については、登記移転せずに所在不明
となるケースが多いため、所在調査が困難である。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆☆
順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 菅谷昌史
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

目標

平成30年度平成29年度

目標

実績

単位

21,035
軽自動車税課税件数

21,324

実績

計画

実績

計画
件

人件費率（B/（A+B））

689,000

平成29年度

1.80

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

95.8%

14,157,000

91.2%

1.80

― ―

単位

総事業費（A+B）

628,254

14,785,254

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

82.6%

14,428,640

95.8%

430,000

16,397,600

15,708,600

3,035,057

1.80

17,463,697

国庫支出金

2,779,530

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

369,548

項

255,527

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

259,000 258,706

3,035,057

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

市民税課

位置付け1201000

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

諸税係

部

628,254

施策の柱(章)

諸税賦課事務

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

22款01

事務事業名

4

新公共経営

健全で柔軟な財政運営

3

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無地方税法、八潮市税条例　他

市民の一部

16年以上

429,000

その他

360,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

総務部

有

1.50

成果指標名

12,586,500

・軽自動車税については、軽自動車を所有する死亡者の相続人等への名義変更等
の依頼、転出者への転出先での標識変更、所有調査等を継続的に実施する予定で
ある。また、滞納者についても所有調査を実施し、所有状況を確認する予定であ
る。

令
和
元
年
度

789,000

―

93.7%

11,797,500

平成30年度

平
成
3
0
年
度

2

・軽自動車税に関する賦課事務を行う。
・原動機付自転車、小型特殊自動車の標識の交付及び返納に関する
事務を行う。
・市たばこ税に関する賦課事務を行う。

789,000

目

・市が実施する様々な事業を展開するために、自主財源を確保す
る。

689,000

内部職員301 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

2

・軽自動車税の課税台数　21,035台
・軽自動車税については、死亡者、転出者、滞納者に名義変更等の通知を送付
し、かつ、所有調査を実施した。
・市たばこ税の課税本数　146,439,445本

菅谷昌史

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

・軽自動車税の課税台数　21,324台
・軽自動車税については、死亡者、転出者、滞納者に名義変更等の通知を送付
し、かつ、所有調査を実施した。
・市たばこ税の課税本数　139,772,736本
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

軽自動車税については、今後も引き続き納税通知書に廃車・名義
変更等の案内チラシを同封して手続方法についてお知らせすると
ともに、税率変更や軽課特例等についても周知を図る。また、転
出者等については、変更手続の通知や所有調査を継続的に実施す
る。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

軽自動車税については、課税客体の適正な把握に努めるととも
に、所有者本人への所有調査及び関係機関へ登録状況等の照会を
行うなど、適正・公正な賦課決定に努めたことから、順調に成果
があがっていると判断する。

軽自動車税については、申告義務者の廃車申告等の未提出・未届により、適
正な課税客体の把握ができないことがあるため、所有者等への調査のほか、
自動車検査登録事務所等に登録状況等の照会を適宜実施することにより、適
正な課税客体の把握に努めた。（所有調査件数1,083件、登録状況照会件数
41件）

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

平成28年度課税分から有償で軽自動車申告情報の提供を受けてい
るため、これまでの課題については改善されつつあるものの、引
き続き当該情報等の有効的な活用を図り、適正な課税客体の把握
に努める。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

埼玉県内での県ナンバーの軽自動車税申告書は埼玉県市町村軽自
動車税事務協議会を経由して送付されるが、県外の軽自動車検査
協会にて所有者等が名義変更等を行い軽自動車税の申告を自己申
告とした場合、軽自動車税申告書が市に送付されず、廃車漏れに
なってしまう場合がある。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆☆
順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 菅谷昌史
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

目標

平成30年度平成29年度

目標

実績

単位

1,249

20,035

臨時運行許可件数

税証明発行件数
20,091

実績 1,209

計画
件

実績

計画
件

人件費率（B/（A+B））

207,000

平成29年度

0.50

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

95.6%

3,932,500

86.6%

0.50

― ―

単位

総事業費（A+B）

179,301

4,111,801

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

96.2%

4,007,956

95.5%

207,000

4,570,500

4,363,500

159,314

0.50

4,167,270

国庫支出金

159,314

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

179,301

項

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A） 159,314

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

市民税課

位置付け1201000

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

諸税係

部

179,301

施策の柱(章)

税証明事務

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

22款01

事務事業名

4

新公共経営

健全で柔軟な財政運営

3

県市

11～15年

国

市内法人　他

その他

6～10年

無地方税法、八潮市税条例　他

市民の一部

16年以上

274,000

その他■

係・担当 根拠法令等

R1予算

総務部

有

0.50

成果指標名

4,206,500

・税証明については、誤発行防止のため、氏名、住所等の確認の徹底を行うとと
もに待ち時間の短縮を図るため、申請人に対して積極的に声をかけるなどして、
市民サービスの改善に努める。
・臨時運行番号標の貸与時に、適正使用等の周知や期限内返納の依頼を徹底する
とともに、未返納者に対して、電話、文書等で返納を促し、必要に応じて回収を
実施する予定である。

令
和
元
年
度

274,000

―

93.5%

3,932,500

平成30年度

平
成
3
0
年
度

2

・納税証明、課税証明等に関する事務を行う。
・自動車の臨時運行許可に関する事務を行う。

274,000

目

・地方税法に定められている証明の発行及び市民サービス等を行
う。

207,000

内部職員301 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

3

・税証明件数 20,035件（税3課分。コンビニ交付76件含む。）
・臨時運行許可件数 1,209件
・臨時運行番号標の未返納者に対して、電話、文書等で返納を促し、必要に応じ
て回収を実施した。

菅谷昌史

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

・税証明件数 20,091件（税3課分。コンビニ交付175件含む。）
・臨時運行許可件数 1,249件
・臨時運行番号標の未返納者に対して、電話、文書等で返納を促し、必要に応じ
て回収を実施した。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

●

やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

今後も適正な税証明の発行に努める。また、臨時運行許可につい
ては、適正な許可及び番号標の期限内返納を促す。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

税証明については、誤発行防止のため、氏名・住所等の確認を徹
底するとともに待ち時間の短縮を図るため申請人に対して積極的
に声かけを行うなど、市民サービスの改善に努めることとした。
自動車の臨時運行許可については、適正使用等の周知や期限内返
納を貸与時に必ずお願いし、未返納の防止に努めたところであ
り、順調に成果があがっていると判断する。

税証明については、誤発行防止のため、氏名・住所等の確認を徹底するとと
もに待ち時間の短縮を図るため、申請人に対して積極的に声かけなどを行
い、市民サービスの改善に努めた。また、臨時運行番号標の未返納者に対
し、電話及び通知並びに現地訪問により、未返納の防止に努めた。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

臨時運行番号標の貸与時に、適正使用等の周知や期限内返納の依
頼を徹底するとともに、未返納者に対しては、返納期限後速やか
に電話連絡及び文書による通知並びに現地調査を行うことによ
り、早期の回収を行う。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

臨時運行番号標の未返納者への対応

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆☆
順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある

課題

評価者名 菅谷昌史
課題はほとんどない●

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

■ 使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

31073 8,871,000

目標

平成30年度平成29年度

目標
千円調定額

9,248,243実績

8,876,000

単位

9,245,33130805
納税義務者

31073

実績

計画

実績

30805計画
人

人件費率（B/（A+B））

42,616,000

平成29年度

13.40

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

72.7%

105,391,000

92.9%

13.40

― ―

単位

総事業費（A+B）

39,600,088

144,991,088

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

68.3%

107,413,207

73.3%

42,436,000

159,557,800

116,941,800

49,931,527

13.40

157,344,734

国庫支出金

49,761,527

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

39,440,088

項

170,000

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

180,000 160,000

49,931,527

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

資産税課

位置付け1202000

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

家屋・償却資産係

部

39,600,088

施策の柱(章)

固定資産税等賦課事務

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

22款01

事務事業名

4

新公共経営

健全で柔軟な財政運営

3

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無地方税法、八潮市税条例

市民の一部

16年以上

49,624,000

その他

200,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

総務部

有

13.40

成果指標名

155,215,000

　固定資産税納税義務者31,679人、都市計画税納税義務者29,216人に対して課税
をし、固定資産税7,797,300,000円、都市計画税1,318,200,000円、合計
9,115,500,000円の調定見込み予定である。
　また、令和2年度の当初課税に向け、不動産の時点修正及び課税の適正化を図
るため、デジタル化された画地認定図と家屋図を作成し、課税客体の把握に努め
る。償却資産については、事業用家屋の情報等を活用し、課税客体の捕捉に努め
る。

令
和
元
年
度

49,824,000

―

67.9%

105,391,000

平成30年度

平
成
3
0
年
度

3

・固定資産税及び都市計画税の賦課事務全般を行う。

49,824,000

目

・自主財源の多くを占める固定資産税及び都市計画税を確保する
ため、市内に土地、家屋及び償却資産を所有する個人及び法人に
対し、適正かつ公平な課税を行う。

42,616,000

内部職員329 全市民
事業の対象

事業概要

1

　固定資産税納税義務者30,805人、都市計画税納税義務者28,324人に対して課税
をし、固定資産税7,921,951,300円、都市計画税1,323,379,700円、合計
9,245,331,000円の調定を行った。
　また、平成30年度の当初課税に向け、不動産の時点修正及び課税の適正化を図
るため、登記簿と課税台帳の照合業務委託を行う。デジタル化された地番現況図
ベースの画地認定図及び家屋図を作成し、課税客体の把握に努めた。償却資産に
ついては、事業用家屋の情報等を活用し、課税客体の捕捉に努めた。

篠田　弘

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

　固定資産税納税義務者31,073人、都市計画税納税義務者28,574人に対して課税
をし、固定資産税7,923,789,400円、都市計画税1,324,454,300円、合計
9,248,243,700円の調定を行った。
　また、平成31年度の当初課税に向け、不動産の時点修正及び課税の適正化を図
るため、デジタル化された画地認定図と家屋図を作成し、課税客体の把握に努め
た。償却資産については、事業用家屋の情報等を活用し、課税客体の捕捉に努め
た。

45



■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

ある程度課題がある●

課題

評価者名 高橋　大祐
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

■

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる 南部地区を中心として急速に土地利用状況が変化していることか
ら、より綿密な土地評価が求められるとともに、新増築家屋及び
償却資産の所有状況の的確な補足を行う必要がある。今後稲荷伊
草第二地区の換地処分を控え、令和3年評価替え作業も本格化す
る。また、地方税法及び評価基準が改正されることから、担当職
員に専門的な知識と経験が必要となるため、職員の育成を図る。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆☆
順調

手段を改善

●

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

　固定資産税及び都市計画税は、市の安定的主要な財源であり、
基幹税目としての役割を担っており、市の財政運営に大いに寄与
している。

　現地調査や航空写真を活用することにより課税物件の把握に努めた。ま
た、償却資産の課税客体の補足に努め、課税の適正化と税源の確保が図られ
た。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

　適正な人事ローテーションと人員の確保に努める。
　また、職員のスキルアップを図るため、県等が主催する研修に
積極的に参加するとともに職場内研修を実施し職員の育成に努め
る。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

効率・簡素化

増加● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

　南部地区を中心として急速に土地利用状況が変化し、土地評価
の煩雑化が見込まれる。また、区画整理の進捗による新増築家屋
及び償却資産の所有状況の的確な補足を行う必要があり、事務の
停滞が許されない。このようなことから、人員を確保するととも
に、システムを強化することで体制強化を図りなが、継続して事
業を実施する。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

成果を高める工夫が考えられる

■ 地方税法及び3年ごとに評価基準が改正されることから、専門
的な知識を身に付けることや経験がある職員の育成が必要

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

■

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

74.3369.45実績

96.06

目標

平成30年度平成29年度

71.39

目標
％

納税率（市税）
現年・滞繰合計 97.51実績

97.1

単位

96.61

納税率（国保税）
現年・滞繰合計

67.22納税率（国保税）
現年・滞繰合計

％

納税率（市税）
現年・滞繰合計

実績

計画
％

実績

計画
％

人件費率（B/（A+B））

80,639,000

平成29年度

13.20

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

52.5%

103,818,000

111.5%

13.20

― ―

単位

総事業費（A+B）

93,909,689

197,884,289

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他 156,600

一般財源

54.9%

105,810,025

57.7%

27,938,000

199,585,400

3,750,000

115,196,400

537,800

86,212,818

13.20

192,560,643

国庫支出金

22,348,781

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

31,314,605

項

59,588,797

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算

3,435,8854,813,040 5,206,000

H29決算

物件費

事業費（A）

51,245,000 59,315,799

86,750,618

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

■

納税課

位置付け1203000

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

納税係

部

94,066,289

施策の柱(章)

市税収納事務

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

22款01

事務事業名

4

新公共経営

健全で柔軟な財政運営

3

県市

11～15年

国

納税義務者

その他

6～10年

無地方税法、国税徴収法等

市民の一部

16年以上

32,745,000

その他■

51,246,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

総務部

有

13.20

成果指標名

191,928,000

・適切な督促・催告を行う。
・口座振替（キャッシュカードによる口座振替登録）、コンビニ納税
　の利用を促進する。
・適切かつ実効性のある滞納処分を行う。
・高額案件及び処分済(差押済)案件の整理を促進する。
・新滞繰・現年案件の早期着手により翌年度の繰越を圧縮する。

令
和
元
年
度

84,343,000

―

54.1%

103,818,000

平成30年度

3,767,000

平
成
3
0
年
度

4

・納期内納付の推奨、現年度未納分の早期処分を図る
・速やかな財産調査により担税力を確認し、滞納繰越分の
　差押・処分停止等、滞納処分による事案解決を促進する
・市税等の収納管理を適切に行い、過誤納金の還付・充当
　処理を行う

4,119,000

88,110,000

目

納税率を向上させるため、現年・滞繰ともに滞納処分の強化を図
り、自主財源である市税等の収入を確保する。

84,389,000

内部職員207 全市民
事業の対象

事業概要

2

・適切な督促・催告を行った。
・口座振替、コンビニ納税の利用を促進した。
・適切かつ実効性のある滞納処分を行った。
・高額案件及び処分済(差押済)案件の整理を促進した。
・新滞繰・現年案件の早期着手により、現年度個人市県民税の納税
　伸び率が県内の市中で上位となった。

髙澤　恵

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

・適切な督促・催告を行った。
・口座振替（キャッシュカードによる口座振替登録）、コンビニ納税
　の利用を促進した。
・適切かつ実効性のある滞納処分を行った。
・高額案件及び処分済(差押済)案件の整理を促進した。
・新滞繰・現年案件の早期着手により翌年度の繰越の圧縮に努めた。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

効率・簡素化

増加● 削減現状維持

余地がある ● 余地がない

労働量

滞納を次年度に繰越さないという全職員の共通認識のもと、効率
的がつ速やかな徴収対策を実施し、自主財源である市税収入の確
保に努める。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

本市の課題である現年個人市県民税の納税率が前年度比で0.38ポ
イント増加していることをはじめ、市税全体として上昇傾向を維
持しているため。

・市税納税率が前年度比0.90ポイント上昇した。
・現年個人市民税納税率が前年度比0.38ポイント上昇した

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

・現年度課税分未納者に対する早期調査、滞納処分
・督促状発送時期に合わせた電話催告
・分納不履行者への電話催告
・財産調査等による滞納処分の強化および担税力に応じた
　滞納処分の執行停止、換価の猶予、納税の猶予

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

・現年納税率の向上
・滞納繰越額の圧縮

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆☆
順調

手段を改善

●

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 河合　景子
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

■

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

目標

平成30年度平成29年度

目標
特になし

実績

単位

特になし

実績

計画

実績

計画

人件費率（B/（A+B））

11,929,000

平成29年度

1.85

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

55.4%

14,550,250

98.0%

1.85

― ―

単位

総事業費（A+B）

11,694,212

26,244,462

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

51.6%

14,829,435

57.5%

11,924,000

28,073,950

00

0

16,144,950

0

0

0

13,923,197

1.85

28,752,632

0

国庫支出金

0

0

0

13,918,197

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

0

11,689,212

項

0

00

5,000

0

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算

0 0

H29決算

物件費

事業費（A）

5,000 5,000

13,923,197

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

財政課

位置付け1106000

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

財政担当

部

11,694,212

施策の柱(章)

財政事務

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

4

新公共経営

健全で柔軟な財政運営

3

県市

11～15年

国

0

その他

6～10年

無地方自治法、地方財政法等

市民の一部

16年以上

12,286,000

その他

5,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

1.85

成果指標名

26,841,250

財政管理事務（予算編成事務、予算執行事務、起債事務、交付税事務等）の執行
及び同事務に要する経費（旅費・需用費・負担金等）の支出
財務会計システム経費…システム保守委託料　　　3,865千円
　　　　　　　　　　　システム使用料　　　　　5,048千円
財務諸表の作成経費　…財務諸表作成支援委託料  1,760千円
　　　　　　　　　　　システム保守委託料 　　 　440千円
その他財政事務経費　…旅費・需用費など   　　 1,178千円

令
和
元
年
度

12,291,000

―

54.2%

14,550,250

平成30年度

平
成
3
0
年
度

4

　予算～執行～決算までの財務処理を行うため、適切に財務会計シ
ステムの維持管理及び更新を行う。
　また、地方自治法に基づく年２回の財政状況の公表、総務省の示
す統一的な基準による財務諸表の公表、当初（補正）予算に関する
情報の開示など、分かりやすい財政情報の公表を行う。

12,291,000

目

　財政規律に充分に配慮した予算編成を行い、財務会計システム
を活用しながら、その適正な執行管理を行う。また、財政状況等
の公表について、先進自治体の取組事例の調査研究を行い、市民
に分かりやすい情報提供に努める。

11,929,000

内部職員477 全市民
事業の対象

事業概要

1

財政管理事務（予算編成事務、予算執行事務、起債事務、交付税事務等）の執行
及び同事務に要する経費（旅費・需用費・負担金等）の支出
財務会計システム経費…システム保守委託料　　　3,994千円
　　　　　　　　　　　システム使用料　　　　　4,761千円
財務諸表の作成経費　…財務諸表作成支援委託料  4,365千円
その他財政事務経費　…旅費・需用費など   　　 　803千円

武井　淳一郎

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

財政管理事務（予算編成事務、予算執行事務、起債事務、交付税事務等）の執行
及び同事務に要する経費（旅費・需用費・負担金等）の支出
財務会計システム経費…システム保守委託料　　　3,994千円
　　　　　　　　　　　システム使用料　　　　　4,761千円
財務諸表の作成経費　…財務諸表作成支援委託料  1,728千円
　　　　　　　　　　　システム保守委託料 　　 　432千円
その他財政事務経費　…旅費・需用費など   　　 　779千円
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

■

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

今後とも、財務会計システムを活用し、効率的かつ効果的に財政
事務を遂行するとともに、財政状況等の公表や統一的な基準によ
る財務諸表4表の公表について先進自治体の取組事例を調査研究
し、市民の方にわかりやすい情報提供に努めていく。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

財務会計システムを活用し、効率的かつ効果的な財政事務の遂行
が図られた。また、財政状況等の公表については、広報やしお及
びホームページを通じて、よりわかりやすい情報提供に努めた。
財務諸表の作成については、平成29年度決算にかかる財務諸表4
表を統一的な基準により作成し、公表した。

財務会計システムを活用し、効率的かつ効果的な財政事務の遂行が図られ
た。また、財政状況等の公表については、広報やしお及びホームページを通
じて、よりわかりやすい情報提供に努めた。
財務諸表の作成については、平成29年度決算にかかる財務諸表4表を統一的
な基準により作成し、公表した。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

先進的に取り組んでいる他の自治体の事例の調査研究や、専門的
知識を有する委託業者からの情報を有効に活用する。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

財政状況の公表等や、統一的な基準による財務諸表4表（貸借対
照表・行政コスト計算書・純資産変動計算書・資金収支計算書）
については、今後も市民の方にわかりやすい情報の提供を行うた
めの工夫が必要である。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆☆
順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 長嶋　雄二
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる

50



事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

9.6

目標

平成30年度平成29年度

目標
％

実質公債費比率
(３か年平均) 6.1実績

9.4

単位

7.5
特になし

実績

計画

実績

計画

人件費率（B/（A+B））

0

平成29年度

1.15

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

100.0%

9,044,750

1.15

― ―

単位

総事業費（A+B） 9,044,750

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

100.0%

9,218,298

100.0%

0

10,036,050

00

0

10,036,050

0

0

0

0

1.15

9,218,298

0

国庫支出金

0

0

0

0

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

0

項

0

00

0

0

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算

0 0

H29決算

物件費

事業費（A）

0

0

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

■

財政課

位置付け1106000

予算科目

健全で計画的・効率的な行政の体制づくり

課

財政担当

部

施策の柱(章)

財政健全化事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

款

事務事業名

4

新公共経営

健全で柔軟な財政運営

3

県市

11～15年

国

0

その他

6～10年

無財政健全化法、地方財政法

市民の一部

16年以上

その他

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

1.15

成果指標名

9,044,750

財政健全化法に基づく、H30年度決算に基づく健全化判断比率の算定
①実質赤字比率　 　―（赤字でない）
②連結実質赤字比率 ―（赤字でない）
③実質公債費比率　 ―　　 6.1%
④将来負担比率　　 ―　　54.4%

令
和
元
年
度

―

100.0%

9,044,750

平成30年度

平
成
3
0
年
度

・財政健全化法による健全化判断比率等の適正化を図りながら、健
全で柔軟な財政運営を行う。
・各種基金の活用、公債費負担の適正化を踏まえた予算編成や、資
金管理など適切な予算管理を行う。

目

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）等
の趣旨を踏まえ、公営企業等を含めた財政の健全化を図る。

0

内部職員477 全市民
事業の対象

事業概要

財政健全化法に基づく、H28年度決算に基づく健全化判断比率の算定
①実質赤字比率　 　―（赤字でない）
②連結実質赤字比率 ―（赤字でない）
③実質公債費比率　 ―    8.3%
④将来負担比率　　 ―　 63.8%

武井 淳一郎

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

財政健全化法に基づく、H29年度決算に基づく健全化判断比率の算定
①実質赤字比率　 　―（赤字でない）
②連結実質赤字比率 ―（赤字でない）
③実質公債費比率　 ―    7.5%
④将来負担比率　　 ―　 54.4%
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

今後も、財政健全化法の趣旨を踏まえ、公債費の適正を図るた
め、地方債の発行額については、その年度の元金償還額を超えな
いよう抑制に努めていく。
また、実質公債費比率だけでなく、経常収支比率や将来負担比率
等の財政指標の動向に留意し、一般会計はもとより特別会計の健
全な財政運営に努めていく。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

実質公債費比率は、前年度よりも数値は改善され、概ね目標は達
成できたと考えられる。
しかし、比率の算定は一般会計の公債費だけではなく、特別会計
への繰出金の増減によって数値が変動するため、今後ともこれら
の数値の状況を含め比率の動向に留意する必要がある。

実質公債費比率は、前年度よりも数値が改善され、概ね目標を達成できたと
考えられる。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

歳入・歳出の両面にわたる財政健全化に向けた取り組みを進め
る。また、特別会計においても独立採算の原則に照らし、財政健
全化に努め、一般会計からの繰出金の抑制に努める。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

財政健全化法の趣旨を踏まえ、財政健全化に向けた取り組みを進
める必要がある。しかし、地方自治体の財政運営においては、社
会・経済情勢の変動や国の制度改正等といった外的要因に大きく
影響される面がある。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆☆
順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 長嶋　雄二
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

　 ●

[ ] ●

[ ]

実績

目標

平成30年度平成29年度

目標
特になし

実績

単位

特になし

実績

計画

実績

計画

人件費率（B/（A+B））

12,833,000

平成29年度

1.50

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

94.6%

11,797,500

5.2%

2.70

― ―

単位

総事業費（A+B）

672,631

12,470,131

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

44.6%

21,642,960

50.5%

12,590,000

25,923,500

13,090,500

9,921,381

1.50

48,564,341

国庫支出金 17,000,000

26,770,411

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

584,087

項

4,000

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算

88,544146,970 233,000

H29決算

物件費

事業費（A）

10,000 0

26,921,381

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

■

アセットマネジメント推進課

位置付け1107000

予算科目

公共施設資産の管理体制づくり

課

アセットマネジメント推進担当

部

672,631

施策の柱(章)

アセットマネジメント推進事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

1

新公共経営

公共施設等の計画的整備と資産の有効活用

4

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無

市民の一部

16年以上

390,000

その他

10,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

1.50

成果指標名

12,386,500

・八潮市公共施設マネジメントアクションプランに基づく施設再編計画の進捗管
理
・計画的な予防保全に基づく大規模改修の実施と合わせた施設改善の検討
・八潮市市有地活用基本方針に基づく取組の推進
・アセットマネジメント推進本部、検討部会の開催
・公共施設マネジメント推進委員会の開催
・アセット通信の発行

令
和
元
年
度

589,000

―

95.2%

11,797,500

平成30年度

平
成
3
0
年
度

23

・未利用市有地および公共施設跡地の活用検討に係る（仮称）市有
地（跡地）活用基本方針の策定及び方針に基づく取組の推進
・公共施設マネジメントアクションプランに基づく大規模改修の実
施と合わせた施設改善の検討
・公共施設マネジメント推進委員会の開催

189,000

589,000

目

・将来的な人口動態や財政運営、市民要望などを的確に見極めた
上で、公共施設を一つの経営資源として捉え、施設の統廃合や複
合化・長寿命化・ＰＲＥ戦略を実行する。事業の実施にあたって
は、民間活力の活用方策等を含め検討し、アセットマネジメント
の各種取組を推進する。

12,833,000

内部職員470 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

1

・八潮市公共施設マネジメントアクションプランの策定
・アセットマネジメント市民シンポジウムの開催
・リーディングプロジェクト実施における官民連携に係る可能性調査の実施
・公共施設マネジメント推進委員会の開催
・施設管理者研修会の開催

齊藤　明日美

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

・未利用市有地及び公共施設跡地の活用検討に係る八潮市市有地活用基本方針の
策定
・計画的な予防保全に基づく大規模改修の実施と合わせた施設改善の検討
・アセットマネジメント推進本部、検討部会、ワーキンググループの開催
・公共施設マネジメント推進委員会の開催
・アセット通信の発行

53



■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある ● 余地がない

労働量

・これまでの既成概念にとらわれることなく、全体最適の視点を
念頭に施設再編を検討する。
・アクションプランに基づく施設再編計画の進捗管理の際は、担
当課へヒアリングを行い、現在の状況や今後の取組について確認
する。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

公共施設マネジメントアクションプランに基づく取組みとして、
八潮市市有地活用基本方針を策定し、方針に基づき対象とする跡
地に関する庁内の活用意向について確認することができた。
一方、施設の大規模改修の実施と合わせた施設改善の検討につい
て、施設管理担当課に施設改善に向けた検討を促すなど、積極的
に踏み込むことができなかったため。

八潮市市有地活用基本方針の策定により、八潮市公共施設マネジメントアク
ションプランのリーディングプロジェクトに位置付けている公共施設の跡地
利用による財源創出の具体化に向けた方針を示すことができた。また、方針
に基づき未利用地および施設跡地の活用に関する庁内の活用意向を確認でき
た。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

・総量抑制と全体最適の視点に基づき施設再編を検討し、施設規
模を適正化しながら公共サービスの充実を目指す。
・リーディングプロジェクトの実施段階において市民ワーク
ショップ等の開催により、丁寧に説明し合意形成を図る。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

・複数部局にわたる施設再編への取組
・施設再編における市民との合意形成

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

■

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 宇田川　智
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

■

■ 市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

44

目標

平成30年度平成29年度

目標
年修繕箇所

36実績

48

単位

44
施設の適正な維持管理

実績

計画

実績

計画
年

人件費率（B/（A+B））

96,115,000

平成29年度

1.10

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

8.6%

8,651,500

95.7%

1.10

― ―

単位

総事業費（A+B）

92,015,402

100,666,902

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

8.0%

8,817,502

9.1%

96,106,000

105,714,700

9,599,700

100,909,419

1.10

109,726,921

国庫支出金

100,909,419

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

92,007,902

項

0

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

9,000 7,500

100,909,419

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

財政課

位置付け1106000

予算科目

公共施設資産の管理体制づくり

課

管財係

部

92,015,402

施策の柱(章)

庁舎管理事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

1

新公共経営

公共施設等の計画的整備と資産の有効活用

4

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無建築基準法等

市民の一部

16年以上

80,753,000

その他

8,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

1.10

成果指標名

89,412,500

法令等に基づき、機械設備の保守点検を実施予定。
照明器具修繕等を行う予定。
庁舎消火栓設備交換修繕を行う予定。
機械室のＰＣＢ廃棄物処理を委託する予定。
産業廃棄物（廃蛍光管）を出先機関を含め一括処分予定。

令
和
元
年
度

80,761,000

―

9.7%

8,651,500

平成30年度

平
成
3
0
年
度

6

・法令に基づく機械設備の保守点検、執務環境の整備

80,761,000

目

・建築基準法、ビル管理法等関係法令に基づき、施設の適正な維
持管理の実施及び施設の機能を適切に保持し、適正な執務環境を
維持する。

96,115,000

内部職員466 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

1

法令等に基づき、機械設備の保守点検を実施した。
照明器具修繕等を行った。
庁舎エレベーター経年劣化部品交換修繕を行った。

伊藤　尚

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

法令等に基づき、機械設備の保守点検を実施した。
照明器具修繕等を行った。
庁舎エレベーター経年劣化部品交換修繕を行った。
庁舎消火栓設備交換修繕を行った。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

効率・簡素化

増加● 削減現状維持

余地がある ●余地がない

労働量

法令等に基づき、機械設備等の保守点検を行いながら、適正な執
務環境の維持に努める。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

■

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

●

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

執務環境に影響を与えかねない修繕は、概ね順調にできた。

執務環境に影響を与えかねない修繕は、概ねできた。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

新庁舎建設の早期実現が必要である。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

庁舎及び機械設備の老朽化により修繕による対応ができなくなっ
ている箇所が増えている。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

●

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある

課題

評価者名 長嶋　雄二
課題はほとんどない

判
断
理
由

●

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ]

[ ]

実績

通年 ０

目標

平成30年度平成29年度

目標
件/年苦情件数

1実績

0

単位

１通年
市有地の草刈の実施

通年

実績

計画

実績

通年計画

人件費率（B/（A+B））

27,491,000

平成29年度

0.35

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

9.7%

2,752,750

92.7%

0.35

― ―

単位

総事業費（A+B）

25,490,155

28,242,905

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

24.2%

2,805,569

10.0%

7,149,000

30,545,450

3,054,450

8,776,096

0.35

11,581,665

国庫支出金

16,720,000 15,292,800

5,521,203

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

6,685,662

項

3,254,893

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

3,622,000 3,511,693

8,776,096

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

財政課

位置付け1106000

予算科目

公共施設資産の管理体制づくり

課

管財係

部

25,490,155

施策の柱(章)

公有財産管理事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

1

新公共経営

公共施設等の計画的整備と資産の有効活用

4

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無八潮市財産規則等

市民の一部

16年以上

6,394,000

その他

3,617,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

0.35

成果指標名

12,763,750

全国市有物件建物総合損害共済(128件）に加入する。
全国市長会市民総合賠償補償保険（90,935人）に加入する。
市有土地の草刈を実施する。
未利用で市有土地（普通財産）を運送会社と再契約をする。
昨年度から財政課で管理している敷地囲い工事を行った公有財産（大曽根教職員
住宅、中央職員住宅・中央保育所、中央教職員住宅、小作田教職員住宅）の見回
りを行う。

令
和
元
年
度

10,011,000

―

21.6%

2,752,750

平成30年度

平
成
3
0
年
度

6

・公有財産の適正な維持管理及び財産台帳の管理を行う。
・全国市有物件建物総合損害共済に加入する。（火災に備える）
・全国市長会市民総合賠償補償保険に加入する。（市事業に参加す
る市民の事故に備える）
・市有地除草等を実施する。

10,011,000

目

・公有財産の適正な維持管理を行うと共に、未利用地の処分及び
有効利用を図る。
・行政活動や市民活動における事故等に適切に対応する。

27,491,000

内部職員466 全市民
事業の対象

事業概要

3

全国市有物件建物総合損害共済(126件）に加入した。
全国市長会市民総合賠償補償保険（87,325人）に加入した。
市有土地の草刈を実施した。
未利用で市有土地（普通財産）を運送会社と再契約をした。

伊藤　尚

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

全国市有物件建物総合損害共済(128件）に加入した。
全国市長会市民総合賠償補償保険（89,114人）に加入した。
市有土地の草刈を実施した。
未利用で市有土地（普通財産）を運送会社と再契約をした。
今年度から財政課で管理する公有財産（大曽根教職員住宅、中央職員住宅・中央
保育所、中央教職員住宅、小作田教職員住宅）の敷地囲い工事を行った。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

● 余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

成果を高める工夫が考えられる

■ 公有地財産管理という性質上一括して民間委託等をする事は
困難である。

経営資源

●

やや偏りがある ● 偏りがない 非該当

効率・簡素化

増加● 削減現状維持

■

余地がある 余地がない

労働量

財産台帳を常に現況に則したものに維持するためには、現地確認
や各所管課からの詳細な情報提供が必要である。また、未利用地
に関しては、適正な管理を行いながら、その有効利用について検
討を加える必要がある。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

建物、市民賠償保険の加入、市有地の管理については順調に推移
している。

市有地の草刈を行うなど適正に管理を行う事ができ、市民からの苦情も概ね
抑制できた。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

台帳記載内容の充実を図り、事業課との連絡を密にする。
囲いを行った敷地を定期的に見回りをする必要がある。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

公有財産の適切な管理、未利用財産の有効利用を図る上で、財産
台帳を常に現況に則したものに維持する必要性があるが、各事業
進捗状況のより詳細な状況の把握が困難である。
新たに管理する公有財産の適正な管理。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

■

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 長嶋　雄二
課題はほとんどない

判
断
理
由

●

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

実績

目標

平成30年度平成29年度

目標
特になし

実績

単位

特になし

実績

計画

実績

計画

人件費率（B/（A+B））

340,702,000

平成29年度

3.45

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

7.4%

27,134,250

99.9%

2.05

― ―

単位

総事業費（A+B）

340,384,349

367,518,599

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

4.9%

16,432,618

8.1%

24,311,000

370,810,150

30,108,150

318,673,102

3.45

335,105,720

国庫支出金

310,009,851310,012,000

5,616,000 5,616,000

18,057,292

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

24,233,958

項

300,007,468

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算

524,540608,342 763,000

H29決算

物件費

事業費（A） 318,673,102

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

■

アセットマネジメント推進課

位置付け1107000

予算科目

公共施設資産の管理体制づくり

課

新庁舎・新スポーツ施設整備担当

部

340,384,349

施策の柱(章)

新庁舎整備事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

款

事務事業名

1

新公共経営

公共施設等の計画的整備と資産の有効活用

4

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無

市民の一部

16年以上

122,000

その他

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

3.60

成果指標名

333,619,000

・八潮市新庁舎建設工事設計者選定委員会を事務局として運営する。（２回開催
予定）
・庁内に検討チームを設置し、新庁舎建設に係る業務を検討する。
・９月頃に地質調査を実施する。
・１０月頃にワークショップを開催する。
・２月頃に市民説明会を開催する。
・３月頃に八潮市新庁舎建設工事基本設計を完了する。
・庁舎整備基金へ２億円の積立てを行う。（年度末残高：約１４億円）

令
和
元
年
度

305,305,000

―

8.5%

28,314,000

平成30年度

平
成
3
0
年
度

基本構想では、新庁舎の基本的な考え方を整理した。
平成30年度は、基本計画を策定し、基本設計へ反映すべき事項をま
とめる。平成31年度以降は、その後のステップである基本設計、実
施設計、建設工事の実施に取り組む。
また、庁舎整備基金（H27.9創設）への積立てを行う。

69,000

200,014,000

305,305,000

目

平成28年11月に策定した「八潮市庁舎耐震化方針」に基づき、建
替えによる庁舎の整備を行う。
また、「八潮市公共施設マネジメントアクションプラン」に基づ
き、リーディングプロジェクト「庁舎再整備・複合化・質向上プ
ロジェクト」として建替えを優先的に取り組む。

340,702,000

内部職員845 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

・八潮市庁舎建設基本構想策定審議会を事務局として運営した。（７回開催）
・７月にワークショップを開催した。（見学等を合わせ総勢約９０人）
・９～１０月に市民アンケート調査を実施した。（回収率４６．７％）
・９月に高校生アンケート、１１月に職員アンケートを実施した。
・３月に八潮市庁舎建設基本構想を策定した。
・庁舎整備基金へ３億円の積立てを行った。（年度末残高：約９億円）

神山　隼人

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

・八潮市庁舎建設基本計画策定審議会を事務局として運営した。（５回開催）
・庁内にワーキンググループを設置し、各課題について検討した。（３回開催）
・６月に市民説明会を開催した。（４回開催、計１１５名参加）
・９月にワークショップを開催した。（２回開催、計２８名参加）
・１１～２月に測量を実施した。
・３月に八潮市庁舎建設基本計画を策定した。
・庁舎整備基金へ約３億円の積立てを行った。（年度末残高：約１２億円）

105,100,000
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

基本計画でまとめた整備の基本方針や求められる機能等を踏ま
え、市民、議会、庁内等からの意見を伺いながら、極力早期に庁
舎の耐震性を確保すべく、検討を進めていく。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

基本計画において、シビックセンター形成、将来の庁舎規模縮小
等の課題は更なる検討が必要となったが、当初の計画どおり平成
３０年度中に基本計画を策定することができた。

平成３０年度中に八潮市庁舎建設基本計画を策定することができたため。ま
た、検討にあたっては、庁舎建設基本計画策定審議会や公共施設整備等調査
特別委員会での審議や庁内ワーキンググループ、ワークショップ等により、
新庁舎複合・集約化方針の決定を含め、様々な意見を聴きながら内容を作成
することができた。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

平成３１年度中に、課題の解決策を反映させた新庁舎建設工事基
本設計を完了する。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

新庁舎の整備にあたって、シビックセンター形成によるまちづく
りの展開や、将来の庁舎規模の縮小への対応について、さらなる
検討が必要である。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

●

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他
市の所有財産である庁舎の建替えであるため。

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 宇田川　智
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

■

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

● 　

　 [ ] ●

[ ]

実績

１ -

目標

平成30年度平成29年度

目標
本営繕業務の発注件数

３２実績

３０

単位

-１
施設管理者研修会の開催

１

実績

計画

実績

１計画
回

人件費率（B/（A+B））

26,659,000

平成29年度

3.50

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

50.6%

27,317,332

100.0%― ―

単位

総事業費（A+B）

26,647,444

53,964,776

財
源
の
内
訳

0

県支出金

市債

その他 0

一般財源

0

0

53.4%

233,000

57,203,500

0

0

30,544,500

3.50

0

0

国庫支出金

00

26,396,000 26,395,200

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

0維持補修費

0

223,344

項

0 0

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算

00

H29決算

物件費

事業費（A）

30,000 28,900

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

アセットマネジメント推進課

位置付け1107000

予算科目

公共施設資産の管理体制づくり

課

営繕・施設管理担当

部

26,647,444

施策の柱(章)

営繕・施設管理事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

1

新公共経営

公共施設等の計画的整備と資産の有効活用

4

県市

11～15年

国

0

その他

6～10年

無

市民の一部

16年以上

343,000

その他

30,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

3.50

成果指標名

28,261,000

・身体障がい者福祉センター（やすらぎ）の改修工事実施設計業務委託の実施
・障がい者福祉施設（わかくさ）の建物診断業務委託の実施
・施設管理者研修会の開催
・市有施設の営繕業務の実施

令
和
元
年
度

373,000

―

98.7%

27,888,000

平成30年度

0

0

0

平
成
3
0
年
度

23

0

「公共施設再編計画」において維持すると位置付けられた公共施設
については、老朽化を少しでも遅らせ、安全で快適に利用してもら
うため、不都合が生じる前に『予防保全型』の改修、修繕を実施す
る。また、廃止すると位置付けられた施設については、民間活力の
活用も含めて、跡地の有効活用を検討し、敷地を更地化する。

0

0

373,000

目

八潮市公共施設マネジメントアクションプランにおける「公共施
設等長寿命化方針」及び「公共施設再編計画」に基づき、施設の
長寿命化、財政負担の軽減・平準化を図るため、アセットマネジ
メントの取組みを推進し、適切な維持管理と改修・修繕を行い、
市民が安全・安心・快適に施設を利用できることを目的とする。

26,659,000

内部職員845 全市民
事業の対象

事業概要

04

（平成３０年度から開始事業）

栗原　智

0

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

0

・小作田教職員住宅、中央保育所、中央職員住宅、中央教職員住宅及び大曽根教
職員住宅の解体設計業務委託の実施
・同上施設の仮囲い工事の実施
・身体障がい者福祉センター（やすらぎ）の建物診断業務委託の実施
・施設管理者研修会の開催
・市有施設の営繕業務の実施

0
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

●

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

■

●

A：達成した(100%）

　

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる■

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

　

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある 　

成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 　 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加● 削減現状維持

余地がある 　 余地がない

労働量

・「公共施設再編計画」に廃止と位置付けられた施設の解体を実
施し、敷地を更地化する。
・「公共施設中長期保全計画」で『予防保全型』に位置づけられ
た施設の大規模改修を実施する。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

・廃止された小作田教職員住宅等において、不法侵入者防止のた
め仮囲い工事を実施し、また、「八潮市市有地活用基本方針」に
基づき、跡地の有効利用を図るため解体設計業務を実施した。
・計画的に改修を行うことで、突発的な費用負担を生じさせない
よう、身体障がい者福祉センター（やすらぎ）の建物劣化診断業
務を実施した。

　施設管理者研修会において、施設の点検方法や維持管理の重要性を説明
し、施設管理担当者の啓発を図った。
　また、適切な施設の維持管理のため、施設管理者から依頼の受けた工事、
修繕等を実施した。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

事業費の平準化を図るため、小作田教職員住宅、中央保育所等及
び大曽根教職員住宅の解体工事を箇所別に振り分け、さらに年度
負担を低くするため小作田３棟、中央３棟を年度毎に分割する。
ただし、分割すると解体事業が長期化し、近隣住民の理解が得ら
れにくい。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

公共施設の更新・統廃合・保全にかかる事業費の平準化及び抑制

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆☆
順調

手段を改善

●

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他 市が所有する公共施設の適切な維持管理・更新を行う必要が
あるため

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

■

■

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 宇田川　智
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

■

　 市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

実績

目標

平成30年度平成29年度

目標
特になし

実績

単位

特になし

実績

計画

実績

計画

人件費率（B/（A+B））

84,000

平成29年度

0.25

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

99.2%

1,966,250

19.2%― ―

単位

総事業費（A+B）

16,113

1,982,363

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

96.3%

84,000

2,265,750

2,181,750

0.25

0

国庫支出金

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

16,113

項

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

アセットマネジメント推進課

位置付け1107000

予算科目

公共施設資産の管理体制づくり

課

新庁舎・新スポーツ施設整備担当

部

16,113

施策の柱(章)

新スポーツ施設整備事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

款

事務事業名

1

新公共経営

公共施設等の計画的整備と資産の有効活用

4

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無

市民の一部

16年以上

その他

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

成果指標名

0
・代替施設の検討

令
和
元
年
度

―

0

平成30年度

平
成
3
0
年
度

基本構想では、新スポーツ施設の基本的な考え方を整理した。
今後は、新庁舎整備の進捗状況に合わせて、新スポーツ施設整備に
向け、計画の策定などの準備に着手していく。

目

平成29年８月に策定した「文化スポーツセンター耐震化方針」に
基づき、建替えによる新スポーツ施設の整備を行う。
また、「八潮市公共施設マネジメントアクションプラン」に基づ
き、リーディングプロジェクト「文化スポーツセンター再整備・
質向上プロジェクト」として再整備に取り組む。

84,000

内部職員845 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

（平成３０年度から開始事業）

神山　隼人

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

■

・利用状況の把握調査
・代替施設の検討
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある ●

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

●

やや偏りがある 偏りがない 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

■

余地がある 余地がない

労働量

新庁舎整備の見通しがある程度立った段階で、新スポーツ施設整
備に向けた事業スケジュールについて検討する。
事業実施に向け、先進事例から事業手法等について調査・研究を
行う。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

施設利用状況を調査し、利用団体や活動頻度、施設の稼働状況等
を把握することができたが、稼働率が高く、他施設への代替につ
いての検討が進まなかったため。

施設利用状況について調査し、利用団体や活動頻度、施設の稼働状況等を把
握することができた。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

新スポーツ施設整備基本構想の策定（平成３０年３月）から時間
が経過していることから、次のステップとして策定する基本計画
の中で見直しが必要となる部分も含めて整理していく。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

新庁舎整備の見通しがある程度立った段階で、新スポーツ施設整
備に向けた計画を再検討する必要がある。

B：概ね達成できた(80%以上) ●

☆
遅れ

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他
市の所有財産である公共施設の建替えであるため

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 宇田川智
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

■

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

■ 使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

[ ] ●

[ ]

71-実績

1 100

目標

平成30年度平成29年度

50

目標
％

広域の職員研修等による職員
の満足度 100実績

100

単位

34

1001

婚活まんまるバスツアー参
加者数

-40 婚活まんまるバスツアー参加
満足度（とても満足、やや満
足）

％

広域の職員研修会実施回数
1

実績 -

計画
名

-

実績

1計画
回

人件費率（B/（A+B））

1,008,000

平成29年度

0.33

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

72.1%

2,595,450

99.7%

0.33

― ―

単位

総事業費（A+B）

1,004,629

3,600,079

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

72.5%

2,645,251

74.1%

8,000

3,887,910

2,879,910

1,002,490

0.33

3,647,741

国庫支出金

2,490

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

4,629

項

1,000,000

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

1,000,000 1,000,000

1,002,490

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

■

企画経営課

位置付け1101000

予算科目

広域的な連携体制づくり

課

企画経営担当

部

1,004,629

施策の柱(章)

広域行政推進事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

1

新公共経営

広域的な連携の強化

5

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無

市民の一部

16年以上

6,000

その他

1,000,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

0.33

成果指標名

3,601,450

・埼玉県東南部都市連絡調整会議を通じて、婚活まんまるバスツアー、職員研修
会、東京2020オリンピック・パラリンピックに向けた取り組みを実施する。
・東南部地域における、共通する行政課題の調査研究を行うにあたり、ＩＴ専門
部会において、「次期公共施設予約システム調達に係る調査研究」を行う。

令
和
元
年
度

1,006,000

―

72.1%

2,595,450

平成30年度

平
成
3
0
年
度

8

・埼玉県東南部地域に位置する５市１町（草加市、越谷市、八潮
市、三郷市、吉川市、松伏町）において、共通する行政課題に対
し、埼玉県東南部都市連絡調整会議を通して調査研究し、解決に向
け取り組む。

1,006,000

目

・複雑化、多様化する行政課題を効率的に解決するため、広域で
連携して取り組む。

1,008,000

内部職員885 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

4

・埼玉県東南部都市連絡調整会議を通じて、まんまるバスツアー、婚活まんまる
バスツアー、広域観光ガイドマップの作成及び職員研修会を実施した。
・東南部地域における、共通する行政課題の調査研究を行うにあたり、自然資源
専門部会において、「自然資源を活用した元気な地域づくりに関する調査研究」
を行った。

丸岡　龍介

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

・埼玉県東南部都市連絡調整会議を通じて、婚活まんまるバスツアー、職員研修
会、東京2020オリンピック・パラリンピックに向けた取り組みとして、埼玉県オ
リンピック2年前イベントへの出展等を実施した。
・東南部地域における、共通する行政課題の調査研究を行うにあたり、ＩＴ専門
部会において、「まんまるよやくシステムの運用状況調査と情報セキュリティ向
上施策検討」を行った。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

■

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

■

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある ●

成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある ●余地がない

労働量

５市１町の調和の取れた発展を目指し、広域的な行政課題につい
て調査研究を行い、引き続き広域的な連携を図る。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

５市１町公共施設の利用条件などについては課題があるものの、
埼玉県東南部都市連絡調整会議を通じて広域の連携事業や広域の
課題に対する調査・研究は順調に実施されている。

成果指標の「婚活まんまるバスツアー参加満足度」は、「どちらともいえな
い」と回答した参加者が２名いたため、目標に達しなかった。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

埼玉県東南部都市連絡調整会議における各種専門部会や幹事会で
検討を重ね、首長懇談会において合意が得られるよう進めてい
く。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

公共施設の利用条件などについて今後検討する必要がある。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他 構成市町における行政課題の調査研究や解決などを目的とし
ているため、市が関与せざるを得ない。

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

■

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 井上　淳子
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

●

● [ ] 　

[ ]

実績

32,500 2,400

目標

平成30年度平成29年度

目標
件

まんまるよやくの八潮市の登
録者数 2,296実績

2,450

単位

2,18927,995

まんまるよやくによる申請
件数 28,405

実績

計画

実績

32,000計画
件

人件費率（B/（A+B））

5,266,000

平成29年度

0.30

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

31.0%

2,359,500

99.7%

0.30

― ―

単位

総事業費（A+B）

5,252,115

7,611,615

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

31.5%

2,404,773

33.2%

325,000

7,884,100

2,618,100

5,234,425

0.30

7,639,198

国庫支出金

229,425

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

311,115

項

5,005,000

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

4,941,000 4,941,000

5,234,425

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

■

市民協働推進課

位置付け1601000

予算科目

広域的な連携体制づくり

課

生涯学習推進担当

部

5,252,115

施策の柱(章)

広域連携事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

12款01

事務事業名

1

新公共経営

広域的な連携の強化

5

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無埼玉県東部地域公共施設予約案内システムの利用者登録等に関する規則

市民の一部

●

16年以上

439,000

その他

4,808,000

係・担当 根拠法令等

R1予算

市民活力推進部

有

0.30

成果指標名

7,606,500

まんまるよやく(埼玉県東南部地域公共施設予約案内システム)について、利用者
カードの登録及び更新手続きを進め利用者情報を整理するとともに、システムの
安定的な稼動に努め、更なる利便性の向上を図る。

令
和
元
年
度

5,247,000

―

31.0%

2,359,500

平成30年度

平
成
3
0
年
度

13

埼玉県東南部都市連絡調整会議で協議し、まんまるよやく（埼玉県
東南部地域公共施設予約案内システム）の利便性の向上と充実を図
るため、不具合や利用状況の把握に努める。

5,247,000

目

埼玉県東南部都市連絡調整会議による公共施設の相互利用等、市
域を超えて行われている市民生活に対応した行政サービスが提供
できるよう広域的な連携を強化する。

5,266,000

内部職員328 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

2

システムの登録者の利用者カード更新手続きを進め、利用者情報を整理するとと
もに、システムの安定的な稼動に努め、更なる利便性の向上を図った。

田村　嘉英

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

システムの登録者の利用者カード更新手続きを進め、利用者情報を整理するとと
もに、システムの安定的な稼動に努め、更なる利便性の向上を図った。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある ●

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある ● 余地がない

労働量

今後も市民の利便性向上のためにシステムの改善等について要望
していく。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

八潮市内の施設を利用する他市町民も多いため、一部の施設で八
潮市民が利用しにくい状況があるなど課題もあるが、まんまるよ
やくによる申請件数、登録者数ともに増加傾向にあり、市民に定
着したシステムになっている。

活動指標、成果指標ともに目標には届かなかったものの、件数は年々増加傾
向にあり、市民に定着したシステムになっている。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

八潮市民が八潮市内の施設を優先的に利用できるよう埼玉県東南
部都市連絡調整会議に対して抽選方法等の見直しを要望してい
く。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

八潮市内の施設を利用する他市町民も多いため、一部の施設で八
潮市民が利用しにくい状況がある

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

■ 法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 峯　孝貴
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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事務事業評価シート（対象：H30年度実施事業）

● 　

[ ] ●

[ ]

実績

目標

平成30年度平成29年度

目標

実績

単位

実績

計画

実績

計画

人件費率（B/（A+B））

平成29年度

0.09

予算執行率（職員人件費除く）

職員数（人／年）

活動指標名

職員人件費（B）

100.0%

702,446

0.09

― ―

単位

総事業費（A+B） 702,446

財
源
の
内
訳

県支出金

市債

その他

一般財源

100.0%

721,432

100.0%

785,430

785,430

0.09

721,432

国庫支出金

単位：円

事業目的

事
業
費
の
内
訳

扶助費

維持補修費

項

委員報酬

普通建設事業費

補助費等

H30予算 H30決算H29決算

物件費

事業費（A）

その他

市長公約総合戦略主要事業

実施主体

継続年数 5年以下

●

企画経営課

位置付け1101000

予算科目

広域的な連携体制づくり

課

企画経営担当

部

施策の柱(章)

広域協力体制構築事業

6

大施策(節)

基本施策

会計

所属コード

款

事務事業名

2

新公共経営

県及び他市区町村との協力関係の構築・強化

5

県市

11～15年

国 その他

6～10年

無

市民の一部

16年以上

その他

係・担当 根拠法令等

R1予算

企画財政部

有

0.09

成果指標名

717,120
広域的な対応が必要な施策や事業については、関係自治体との連携や情報交換を
行う。

令
和
元
年
度

―

100.0%

717,120

平成30年度

平
成
3
0
年
度

・交通網の整備や防災・減災対策等、広域的な対応が重要な施策、
事業を効果的に推進するため、県及び他市区町村との協力体制を構
築し、その関係を強化する。
・また、つくばエクスプレス沿線自治体との交流や連携を推進す
る。

目

・市民が利便性の高い生活を送ることができるよう、関係自治体
との協力関係を強化し、広域的な行政サービスの提供を図る。
・市民が安心して、生活できるよう、関係自治体との連携の強化
を推進する。

内部職員885 ■ 全市民
事業の対象

事業概要

広域的な対応が必要な施策や事業については、関係自治体との連携や情報交換を
行った。

丸岡　龍介

事業

担当者名 内線

平
成
2
9
年
度

事業の実施状況（見込み）

広域的な対応が必要な施策や事業については、関係自治体との連携や情報交換を
行った。
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■事業の評価　（H30年度の事後評価） ■計画期間を通じての課題と対応策

①必要性の評価
当該事務事業について市が関与する必要性

②目標達成度の評価

H30年度の目標達成度

■総合評価（最終目標に対する進捗状況）

☆☆☆：順調（最終目標達成に向け、順調に成果があがっている）

☆☆：概ね順調（最終目標達成に向け、やや遅れているが概ね順調）

☆：遅れ（このままでは、最終目標の達成が難しい）

③実施内容・方法の評価

成果向上やコスト削減のための見直しの余地

■今後の方向性（計画期間を通じての方向）

④公平性の評価
ⅰ.受益者が一部に偏っているか

ⅱ.受益者負担の見直しの余地

社会情勢やニーズの変化等により、サービスの対象・量・水準を見直すことが考えられる

●

A：達成した(100%）

判
断
理
由

成果指標の目標を達成した

判
断
理
由

業務改善方針等の指標に現れない目標を達成した

余地が全くない

事業費や人件費などのコストを圧縮する工夫が考えられる

余地がある

●

民間委託や指定管理者制度の活用などの事業手法を再検討する余地がある

業務の進め方や手続き（業務プロセス）を簡略化・簡素化することが考えられる

■

達成できた内容／できなかった内容・理由（必ず記入）

●事業費

：見直して継続

現状維持増加

：他事業と統合して継続

削減

判
断
理
由

偏りがある

■ 成果を高める工夫が考えられる

経営資源

やや偏りがある 偏りがない ● 非該当

効率・簡素化

増加 ● 削減現状維持

余地がある 余地がない

労働量

今後も関係自治体との連携や情報交換を図り、広域的な対応が重
要とされる施策や事業については、協力体制の構築を検討する。

（H31年度比）

受益者の負担割合が国等の定めている基準を下回っている

非該当受益者負担がない

その他

今後の
実施方針

（改善方針）

C：達成できなかった（80%未満）

：現状のまま継続

関係自治体との連携や情報交換を図っているが、協力体制の構築
や関係の強化には至っていない。

広域的な対応が必要な事業については、関係自治体との連携や情報交換を
図った。

活動指標の目標を達成した

考えられる
対応策

総合評価

●

関係自治体とのさらなる連携や情報交換を進めていく。

方向性

：休止・廃止 ：終了・完了

重点化（拡充） その他

評価時点で認識されている問題・課題
大きな課題がある

関係自治体との連携や情報交換を図っているが、市民の利便性を
高めるための協力体制の構築については調査、研究をする必要が
ある。

B：概ね達成できた(80%以上)

☆☆
概ね順調

手段を改善

余地が大きい

当該事務事業が解決すべき課題が増えている。増えることが予想される

その他 関係自治体との交流や連携を図ることを目的としているた
め、市が関与する必要性が高い。

B：高い

サービスの拡大や充実を求める市民意見・要望が増えている

法律、政令、省令、通達等により、市に実施が義務づけられている

■

A：非常に高い

事業を止めた場合、市民の生命、財産等に大きな影響を与える恐れがある

■

判断理由

ある程度課題がある●

課題

評価者名 井上　淳子
課題はほとんどない

●

判
断
理
由

市が何らかの関与（監督、指導等）をしないと、問題が発生する可能性がある

C：ある程度認められる

国や県、民間事業者等が同種・類似サービスを提供している

使用料・手数料等の見直しから5年以上経過している

使用料・手数料等の料金設定を市で行うことができる
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